
【表紙】 
  

  

  

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年12月25日 

【中間会計期間】 第83期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

【会社名】 三洋電機株式会社 

【英訳名】 SANYO Electric Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  井植 敏雅 

【本店の所在の場所】 大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号 

【電話番号】 ０６(６９９１)１１８１ 

【事務連絡者氏名】 財務本部 経理ユニット リーダー  岡崎 孝雄 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝３丁目23番１号 

セレスティン芝三井ビルディング13階 

【電話番号】 ０３(６４１４)８５７６ 

【事務連絡者氏名】 財務本部 ＩＲ・株式ユニット 

担当部長  加藤 繁 

【縦覧に供する場所】 三洋電機株式会社 

（東京都台東区上野１丁目１番10号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 

  



第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注） １．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて作成している。 

   ３．株主資本、1株当たり株主資本及び株主資本比率は米国会計基準に基づき作成しており、従来どおり記載している。 

   ４．米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資産の減損及び処分の会計処理」の規定に基づき、平成17年度の年次決

算において非継続となった事業に関し、平成16年度中、平成17年度中及び平成16年度の「連結経営指標等」の数値を一

部組み替えて表示している。 

  

 

決算年度 平成16年度中 平成17年度中 平成18年度中 平成16年度 平成17年度 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 1,265,551 1,179,391 1,095,539 2,484,639 2,397,026

継続事業税金等調整前中間（当期）
純利益（△損失）（百万円） 

14,655 △114,785 7,031 △68,767 △165,696

中間（当期）純利益（△損失） 
（百万円） 

3,401 △142,525 △3,618 △171,544 △205,661

株主資本（百万円） 488,067 165,702 386,142 288,268 402,892

総資産額（百万円） 2,732,576 2,497,078 2,137,679 2,600,677 2,154,837

１株当たり株主資本（円） 263.11 89.35 14.03 155.42 16.76

基本的１株当たり中間（当期）純利
益（△損失）（円） 

1.83 △76.85 △34.90 △92.48 △194.96

希薄化後１株当たり中間（当期）純
利益（△損失）（円） 

1.83 △76.85 △34.90 △92.48 △194.96

株主資本比率（％） 17.9 6.6 18.1 11.1 18.7

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

25,027 △39,843 22,559 3,695 △664

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△53,860 △9,594 △962 △82,234 36,001

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

61,038 △23,251 19,583 70,580 △69,980

現金及び現金等価物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

316,427 242,137 340,171 294,982 297,500

従業員数（人） 81,852 103,546 105,021 96,023 106,389



(2)提出会社の経営指標等 

 （注） １．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．83期中間会計期間より、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）

を適用している。 

３．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」

については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

  

 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 731,885 646,479 593,713 1,458,981 1,353,445

経常利益（△損失）（百万円） 8,345 △31,653 △8,899 482 △48,275

中間（当期）純利益（△損失） 
（百万円） 

3,463 △255,322 △14,571 △87,800 △360,991

資本金（百万円） 172,242 172,242 322,242 172,242 322,242

発行済株式総数（千株） 
普通株式 
Ａ種優先株式 
Ｂ種優先株式 

  
1,872,338 

－ 
－ 

1,872,338 
－ 
－ 

1,872,338 
182,542 
246,029 

  
1,872,338 

－ 
－ 

 
1,872,338 
182,542 
246,029 

純資産額（百万円） 567,924 226,872 395,671 476,057 413,357

総資産額（百万円） 1,499,479 1,133,072 1,253,691 1,429,432 1,321,013

１株当たり配当額（円) 3.00 0.00 0.00 3.00 0.00

自己資本比率（％） 37.9 20.0 31.6 33.3 31.3

従業員数（人） 16,346 14,610 11,998 15,687 14,137



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はない。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の関係会社の異動があった。 

 （注）1.主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

2.平成18年７月付で、会社分割による半導体事業の分社化によって設立した。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）1.従業員数は、就業人員数を表示している。 

    2.従業員数が当中間会計期間において2,139人減少しているが、その主な理由は三洋半導体㈱の分社によるものである。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

三洋半導体株式会
社 
  

群馬県邑楽
郡大泉町 
  

5,000 
  

コンポーネント部門 100.0

当社製品の製造会社で、当社の
従業員7名が同社の役員を兼任
しており土地、建物を賃貸して
いる。 

  （平成18年９月30日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

コンシューマ部門 32,210 

コマーシャル部門 6,927 

コンポーネント部門 62,179 

その他部門 2,426 

全社（共通） 1,279 

合計 105,021 

  （平成18年９月30日現在）

従業員数（人） 11,998 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間の世界経済は総じて堅調に推移しており、中でも米国や中国をはじめとするアジア諸国などを中心に景

気が拡大している。一方、日本経済は、企業収益の改善を背景に設備投資の増加や堅調な個人消費に支えられ、景気回復基調

が続いている。しかし、エレクトロニクス業界では、原油や原材料の価格高騰や価格競争の激化による価格下落などが続き、

事業環境は依然厳しい状況が続いた。 

このような中、当社グループは「Think GAIA」ビジョンのもと、3ヵ年の改革「SANYO EVOLUTION PROJECT」に取り組んでお

り、「環境・エナジー先進メーカー」となることを目指して、すでに、経営資源を集中するコア事業とビジネスモデルを抜本

的に見直す構造改革事業を明確に区分し、それぞれに施策を展開してきた。当中間連結会計期間においても、構造改革事業で

ある半導体事業とテレビ事業について、独立した事業体として生き残ることのできるビジネスモデルへの変革を目指し、それ

ぞれの施策を実施した。 

 当中間連結会計期間の連結売上高は、競争激化と価格下落などにより携帯電話、デジタルカメラなどコンシューマ部門の売

上が大きく減少し、前年同期比7.1％減少の1,095,539百万円となったが、その他の営業収益は前年同期比29.5％増加の45,922

百万円となった。利益面では、原価率の改善や経費削減などにより、継続事業税金等調整前利益は7,031百万円、中間（当期）

純損失は3,618百万円となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

①コンシューマ部門 

 携帯電話は海外での価格下落の影響などにより、デジタルカメラは主力のOEM事業における競争激化により、それぞれ売上

が大幅に減少した。米国向け薄型が好調だったテレビや新機種を投入したナビゲーションは、売上が増加した。また、空気

(オゾン)で洗う(除菌・消臭)「エアウォッシュ」機能を搭載した洗濯乾燥機「AQUA」をはじめとする洗濯機が好調だったが、

天候不順の影響を受けたエアコンが大幅に減少した。 

 この結果、当部門の売上高は前年同期比11.4％減少の501,778百万円となり、営業利益は3,914百万円の損失となった。 

  

②コマーシャル部門 

 ショーケースでは、コンビニ向けが業界全体が低調である中、新規・改装物件の獲得により増加した。大型エアコンは、

天候不順の影響により国内は減少したが、欧州を中心に海外が大幅に増加した。メディカル事業では、バイオメディカ商品

が国内で減少したが、欧州や北米を中心に海外で売上が増加した。また、医療事務の電子化の進展により、医科システムが

引き続き増収となった。 

 この結果、当部門の売上高は前年同期比10.2％増加の132,283百万円となり、営業利益は前年同期比260.7％増加の7,193百

万円となった。 

  

③コンポーネント部門 

 二次電池全体の売上は微減となったが、ニッケル水素電池では、自己放電が少なく買ってすぐに使えることが市場ニーズ

を捉えた市販用ニッケル水素電池「eneloop」について、北米、欧州、アジアなどに向け本格的に海外展開をスタートさせ

た。太陽電池は引き続きドイツを中心とした欧州市場で旺盛な需要があり、発電効率の高いＨＩＴ太陽電池の売上は増加し

た。電子部品は、パソコン・携帯電話向けのコンデンサー、モーターが好調で、全体としても売上が増加した。 

なお、三洋エプソンイメージングデバイス㈱設立による事業再編に伴い、液晶が大幅に減少した。 

 この結果、当部門の売上高は前年同期比2.3％減少の455,929百万円となったが、営業利益は28,793百万円となった。 

  

④その他部門 

 三洋ホームズ㈱が連結子会社でなくなったことなどにより、当部門の売上高及び営業収益は前年同期比17.3％減少の

73,538百万円となり、営業利益は前年同期比45.7％減少の1,402百万円となった。 

  

 



 所在地別セグメントの業績は次のとおりである。 

①日本 

 国内では、競争激化などによるデジタルカメラの減少、天候不順の影響を受けたエアコンの減少などにより売上が大きく

減少した。 

 このため、売上高及び営業収益は前年同期比7.7％減少の969,820百万円となったが、原価率の改善や経費削減などによ

り、営業利益は19,512百万円となった。 

  

②アジア 

 アジアでは、中国などにおける売上が堅調に推移し、売上高及び営業収益は前年同期比2.9％増加の540,800百万円とな

り、営業利益は6,030百万円となった。 

  

③北米 

 北米では、携帯電話の売上は減少したが、テレビなどの売上が増加し、売上高及び営業収益は前年同期比0.9％増加の

183,747百万円となり、営業利益は前年同期比181.5％増加の7,805百万円となった。 

  

④その他 

 欧州では、ドイツを中心に太陽電池が増加したこともあり、売上高及び営業収益は前年同期比1.3％増加の81,334百万円と

なり、営業利益は192百万円の損失となった。 

  

（注) 前中間連結会計期間より、当社は連結損益計算書の表示形式をマルチステップ方式（営業利益など段階利益を表示す

る方式）からシングルステップ方式（総収益から売上原価及び費用を控除し、段階利益を表示しない方式）に変更してい

る。これに伴い、前中間連結会計期間よりセグメント情報における営業利益（損失）は、日本の会計慣行に従い、売上高及

びその他の営業収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出している。米国で一般に公正妥当と認められた会

計原則では、（中間）連結損益計算書において、特定の費用（例えば再構築及び減損費用、異常な製品保証費等）は営業利

益（損失）に含まれる。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金等価物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

42,671百万円増加し、期末残高は340,171百万円（前年同期比40.5%増加）となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における資金収入は22,559百万円（前中間連結会計期間は39,843百万円の資金支出）となった。これ

は、棚卸資産の増加額が52,319百万円（前中間連結会計期間は12,415百万円の棚卸資産の減少）となったものの、支払手形及

び買掛金の増加額が42,444百万円（前中間連結会計期間は78,786百万円の支払手形及び買掛金の減少）となったことなどによ

る。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における資金支出は962百万円（前年同期比90.0%減少）となった。これは、有形固定資産の売却代金が

26,784百万円（前中間連結会計期間は1,770百万円）となったことや、有形固定資産の購入による支払額が35,930百万円（前年

同期比33.9％減少）となったことなどによる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における資金収入は19,583百万円（前中間連結会計期間は23,251百万円の資金支出）となった。これ

は、金銭信託の払い出しによる収入が72,800百万円（前中間連結会計期間は-百万円）となったことや、長期負債の返済額が

38,042百万円（前年同期比61.8％減少）となったことなどによる。 

  

 なお、「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フロー」を合計したフリー・キャッシュ・

フローは前中間連結会計期間の49,437百万円のマイナスから71,034百万円改善し、21,597百万円のプラスとなった。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引が含まれている。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）受注状況 

 原則として需要見込生産を行っている。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．「その他部門」には、「その他の営業収益」が含まれている。 

２．上記の金額には、セグメント間の取引が含まれている。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

３【対処すべき課題】 

平成17年７月よりスタートした「SANYO EVOLUTION PROJECT」は、「スリム化」を前倒しで実施し、現在、第２段階である「再

構築」に入っている。 

また、当該プロジェクトに基づき策定した中期経営計画では、「環境・エナジー先進メーカー」となるために、当社グループ

事業をコア事業と構造改革事業に明確に区分し、これまでにも、金融事業、有機EL事業などで着実に構造改革を進めてきた。 

これまで取り組んできた構造改革では効果も表れてきているが、コア事業と位置づけた携帯電話とデジタルカメラの両事業

は、事業環境の急激な変化に対応しきれず、事業の再構築が必要と判断し、早急に対応する。 

具体的には、急激な事業環境の変化でも収益を確保できる体質にするため、全般的な生産体制の見直しなど、徹底した固定費

削減に取り組む。さらに、デジタルカメラ事業では、自社ブランド商品をハイビジョン対応シリコンムービー等の高付加価値商

品に転換していく。 

 一方、当社グループの復活と信用回復のためには持続的な成長と安定した業績の確保が不可欠である。そこで、コア事業であ

る「パワーソリューション事業」と「冷熱・コマーシャル事業」には、以下の方針で事業の拡大・強化を目指す。加えて、国内

の製造力強化のための施策も実行する。 

  

(1）パワーソリューション事業 

二次電池においては、圧倒的な地位の確立を目指し、投資を実施していくとともに、「eneloop」の海外展開を加速してい

く。また、ハイブリッド自動車(HEV)用二次電池やナビゲーションシステムを核に、自動車メーカーとの関係強化を進めてい

く。 

(2）冷熱・コマーシャル事業 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

コンシューマ部門 534,903 △6.0 

コマーシャル部門 135,723 +14.6 

コンポーネント部門 455,425 △1.0 

その他部門 25,751 △37.8 

合計 1,151,802 △3.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

コンシューマ部門 501,778 △11.4 

コマーシャル部門 132,283 +10.2 

コンポーネント部門 455,929 △2.3 

その他部門 73,538 △17.3 

消去 △22,067 - 

合計 1,141,461 △6.0 



海外事業、特に成長著しい中国での事業強化のため、現地に冷熱機器のコア部品である熱交換器の工場を新設。また、コン

プレッサ開発センターも現地に開設し、顧客の要望に迅速に対応していく。 

さらに、太陽電池事業では「HIT太陽電池次世代プログラム」をスタートさせており、積極的な設備投資と商品のさらなる差

別化により、平成22年度までに売上高を現在の３倍以上に高める。 

(3）ファシリティ(国内製造拠点)の変身 

生産の海外移管や商品の生産中止・見直しにより、生産技術の分散や製造力の低下が顕在化してきた国内製造拠点について

は、「Think GAIA」商品を生み出すエンジンとしての製造力を再強化し、さらなるコスト削減にも取り組めるよう、各工場の

特長を明確にしたうえで、その特長に応じた再編を行う。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約の締結及び変更はない。 

  

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、地球といのちに喜ばれる企業を目指すThink GAIAビジョンのもとに、研究開発本部

と各カンパニーが一体となり、「環境」、「エネルギー」、「ライフスタイル」の３つのプログラムに対し、新しい視点と独自

に培ってきたテクノロジーを駆使した商品開発とグローバル・ソリューションの提案を行っている。 

 当中間連結会計期間のグループ全体の研究開発費は62,710百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発活動の成果は以下のとおりである。 

  

(1）コンシューマ部門 

 主に、当社のホームエレクトロニクスグループとパーソナルエレクトロニクスグループが中心となって、次世代の映像機

器、情報通信機器と次世代の家電機器に係わる基盤技術の研究開発を行っている。当中間連結会計期間の主な成果としては、

オゾン層破壊係数ゼロのＣＯ
2
冷媒を使用した定格ＣＯＰ値4.9の高効率コンプレッサ実現により省エネ・低ランニングコストを

可能とするヒートポンプ給湯機「エコキュート」、地上デジタルＴＶチューナー（12セグ＋ワンセグ）を内蔵したナビゲー

ションシステム（日産自動車株式会社と共同開発）、独自の光学系技術を駆使した超・短焦点レンズを搭載し80インチの大画

面を103センチの短投影距離で実現できる「超・短焦点」液晶プロジェクター、ＳＤＨＣメモリーカードに対応し長時間録画が

可能で軽量コンパクトなハイビジョン対応デジタルムービーカメラの開発などをあげることができる。 

 当部門に係わる研究開発費は32,371百万円である。 

  

(2）コマーシャル部門 

 主に、当社のコマーシャルグループが中心となって、次世代の産業用機器、システムに係わる基盤技術の研究開発を行って

いる。当中間連結会計期間の主な成果としては、インバータコンプレッサとＤＣファンモータを使用することにより消費電力

を大幅に削減した業務用冷蔵庫、空気中の浮遊ウイルス・雑菌・ニオイの抑制に薬剤を使用せず水道水の電気分解で電解水を

生成する技術を応用した「ウイルスウォッシャー」機能を搭載する天井埋込型店舗・オフィス用エアコン室内機／空気清浄機

／加湿器の開発などをあげることができる。 

 当部門に係わる研究開発費は8,108百万円である。 

  

(3）コンポーネント部門 

 主に、当社のパワーグループと部品デバイスグループが中心となって、次世代の二次電池、半導体、電子部品に係わる基盤

技術の研究開発を行っている。当中間連結会計期間の主な成果としては、モジュールの高出力化とセル・モジュール変換効率

を向上させた195ＷのＨＩＴ太陽電池モジュールと、小型システムに最適なシステムアップが可能となる2.7kwパワーコンディ

ショナ、デジタルカメラや携帯電話カメラのフラッシュ発光回路用として、高速逆回復時間（35ナノ秒）を実現したフラッ

シュ発光用ファーストリカバリーダイオードの開発などをあげることができる。 

 当部門に係わる研究開発費は20,675百万円である。 

  

 上記以外にセグメントに関連付けられない基礎的研究開発費が1,556百万円ある。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の予定はない。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．提出日現在の発行数には、平成18年12月１日以降の新株予約権の行使により発行された株式数及び優先株式の普通株式

への転換による株式数は含まれていない。 

２．平成18年６月28日付でパリ、平成18年10月20日付で名古屋、平成18年10月22日付で札幌及び福岡証券取引所の上場を廃

止した。 

３．平成18年11月１日付で米国ナスダックの上場を廃止した。 

４．Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の内容は次のとおりである。 

  

Ａ種優先株式 

(1) 株式の名称 

三洋電機株式会社第1回A種優先株式 

(2) 発行株式数 

182,542,200株 

(3) 発行価額 

1株につき700円 

(4) 発行価額の総額 

127,779,540,000円 

(5) 発行価額中資本に組入れない額 

1株につき350円 

(6) 資本組入額の総額 

63,889,770,000円 

(7) 申込期日 

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日 

(8) 払込期日 

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日 

(9)配当起算日 

平成18年3月14日 

(10) 割当方法 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 7,060,300,000 

Ａ種優先株式 182,600,000 

Ｂ種優先株式 246,100,000 

計 7,489,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月25日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 1,872,338,099 1,872,338,099

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

Ａ種優先株式 182,542,200 182,542,200 － （注）４ 

Ｂ種優先株式 246,029,300 246,029,300 － （注）４ 

計 2,300,909,599 2,300,909,599 － － 



第三者割当ての方法により、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社（または大和証券エスエム

ビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社の100％子会社）に対して89,804,900株、オーシャンズ・ホールディングス

有限会社（またはゴールドマン・サックス・グループの他の関連会社）に対して89,804,900株、株式会社三井住友銀行に対して

2,932,400株をそれぞれ割当てる。 

(11) 期末配当 

当社は、定款第42条に定める剰余金の配当をするときは、第1回A種優先株式を有する株主(以下「第1回A種優先株主」という。)

または第1回A種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回A種優先登録株式質権者」という。)に対して、第1回A種優先株式1株当

たり、普通株式1株当たりの配当金に、その時点における第1回A種優先株式転換比率(下記(15)①において定められる。)を乗じ

て得られる額(以下「第1回A種配当金」という。)を、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)または普通株式の登録

株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)および第1回B種優先株式を有する株主(以下「第1回B種優先株主」という。)

または第1回B種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回B種優先登録株式質権者」という。)と同順位にてする。ただし、平成18

年3月末日に終了する決算期に係る剰余金の配当については、払込期日から起算するものとする。 

(12) 中間配当 

当社は、定款第43条に定める剰余金の配当をするときは、第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株式質権者に対して、第1

回A種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの中間配当金に、その時点における第1回A種優先株式転換比率を乗じて得られる

額の剰余金の配当を、普通株主または普通登録株式質権者および第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株式質権者と同順位

にてする。 

(13) 残余財産の分配 

①当社は、残余財産の分配をする場合には、第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株式質権者に対して、普通株主または普通

登録株式質権者に先立ち、第1回B種優先株主および第1回B種優先登録株式質権者と同順位にて、第1回A種優先株式1株当たり700

円(以下「第1回A種優先残余財産分配額」という。)を分配する。 

②当社は、前号に基づく残余財産の分配後、さらに残余する財産があるときは、第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株式質

権者に対して、第1回A種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの残余財産分配額に、その時点における第1回A種優先株式転換

比率を乗じて得られる額の残余財産を、普通株主または普通登録株式質権者および第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株

式質権者と同順位にて分配する。 

(14) 議決権 

 第1回A種優先株式は、株主総会において議決権を有する。 

(15) 普通株式への転換請求権 

①第1回A種優先株主は、当社に対し、平成19年3月14日以降、平成38年3月13日までの間(以下「第1回A種優先株式転換請求権行使

期間」という。)、当該第1回A種優先株主が有する第1回A種優先株式を取得し、これと引換えに、第1回A種優先株式1株につき10

株の割合(以下「第1回A種優先株式転換比率」という。ただし、第②号に従い変更された場合には、当該変更後の比率を「第1回

A種優先株式転換比率」という。)で普通株式を交付すること（当社が取得請求権付株式を取得し、これと引換えに普通株式を交

付することを、以下「転換」という。）を請求することができる。 

②第1回A種優先株式転換比率は、合併、株式交換、株式移転、または会社分割その他当社の普通株式の発行済株式の総数が変更す

る事由が生じる場合で、第1回A種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的公平の観点から当該転換比率の調整が必要とされる場

合には、取締役会が適切と判断する転換比率に変更される。 

なお、かかる変更後の第1回A種優先株式の転換比率による第1回A種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出に当

たって1株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項の規定に従いこれを取り扱う。 

(16) 強制転換 

当社は、取締役会の決定により、第1回A種優先株式転換請求権行使期間中に転換の請求のなかった第1回A種優先株式について、

平成38年3月14日を経過した場合には、取締役会が定める当該日を経過した後の日をもって当該転換の請求のなかった第1回A種

優先株式の全てを取得し、これと引換えに、第1回A種優先株式1株につき、その時点における第1回A種優先株式転換比率で普通

株式を交付することができる。 

 



(17) 株式の併合および分割、募集株式等の割当て等 

①当社は、株式の併合または分割をするときは、普通株式、第1回A種優先株式および第1回B種優先株式ごとに、同時に同一の割合

でこれをする。当社は、株主に募集株式もしくは募集新株予約権（新株予約権付社債を含む。以下同じ。）の割当てを受ける権

利を与えるときは、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式または普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利

を、第1回A種優先株主には第1回A種優先株式または第1回A種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、第1回B

種優先株主には第1回B種優先株式または第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同

一の割合で第1回A種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的に公平な割当価額、行使価額その他の条件により与える。当社は、

株式無償割当てまたは新株予約権無償割当てをするときは、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の株式無償割当てまた

は普通株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、第1回A種優先株主には第1回A種優先株式の株式無償割当てまた

は第1回A種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、第1回B種優先株主には第1回B種優先株式の株式無償割

当てまたは第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、それぞれ同時に同一の割合でする。 

②株式の分割がなされたときは、第1回A種優先残余財産分配額は、以下の算式により計算される残余財産分配額に調整される。 

③株式の併合がなされたときは、第1回A種優先残余財産分配額は、以下の算式により計算される残余財産分配額に調整される。 

④株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えた株式の交付または株式無償割当てがなされたときは、第1回A種優先残余財産分配

額は、以下の算式により計算される残余財産分配額に調整される。なお、以下の式で用いる上記(3)に定める第1回A種優先株式

の1株当たりの発行価額または調整前の第1回A種優先株式の1株当たりの払込価額は、第1回A種優先株式の分割、併合またはこれ

に類する事由があった場合には、合理的な調整を行うものとする。 

  

  

ただし、二回目以降に関しては、上記の算式中の「上記(3)に定める第1回A種優先株式の1株当たりの発行価額」は、以下の算式

により計算される「調整後の第1回 A種優先株式の1株当たりの払込価額」に読み替えられるものとする。 

  

  

⑤株主に募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えた新株予約権の交付または新株予約権無償割当てがなされたときは、第1回A

種優先残余財産分配額は、上記④に定めるところに準じて適切に調整される。 

⑥上記②乃至⑤の調整額の算定については、円位未満小数第3位まで算出し、その小数第3位を四捨五入する。 

 

  調整後の第１回
A種優先残余財
産分配額 

＝ 
調整前の第１回
A種優先残余財
産分配額 

× 
分割前の第１回A種優先株式数

  分割後の第１回A種優先株式数

  調整後の第１回
A種優先残余財
産分配額 

＝ 
調整前の第１回
A種優先残余財
産分配額 

× 
併合前の第１回A種優先株式数

  併合後の第１回A種優先株式数

          
上記(3)に定め
る第1回A種優先
株式の1株当た
りの発行価額 

×
株式交付前の第
１回A種優先株
式数 

＋

新たに交付され
た第1回A種優先
株式の1株当た
りの払込価額 

×
新たに交付され
た第1回A種優先
株式数 

  
調整後の第1回A
種優先残余財産
分配額 

＝ 
調整前の第1回A
種優先残余財産
分配額 

× 
上記(3)に定める第1回A種優先株式
の1株当たりの発行価額 

× 株式交付後の第１回A種優先株式数 

      調整前の第1回A
種優先株式の1
株当たりの払込
価額 

× 
前回の株式交付
前の第1回A種優
先株式数 

＋

前回の新たに交
付された第1回A
種優先株式の1
株当たりの払込
価額 

×
前回の新たに交
付された第1回A
種優先株式数 

      

  

調整後の第1回A
種優先株式の1
株当たりの払込
価額 

＝ 
前回の株式交付後の第１回A種優先株式数



      Ｂ種優先株式 

(1) 株式の名称 

三洋電機株式会社第1回B種優先株式 

(2) 発行株式数 

246,029,300株 

(3) 発行価額 

１株につき700円 

(4) 発行価額の総額 

172,220,510,000円 

(5) 発行価額中資本に組入れない額 

1株につき350円 

(6) 資本組入額の総額 

86,110,255,000円 

(7) 申込期日 

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日 

(8) 払込期日 

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日 

(9)配当起算日 

平成18年3月14日 

(10) 割当方法 

第三者割当ての方法により、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社（または大和証券エスエム

ビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社の100％子会社）に対して88,766,600株、オーシャンズ・ホールディングス

有限会社（またはゴールドマン・サックス・グループの他の関連会社）に対して88,766,600株、株式会社三井住友銀行に対して

68,496,100株をそれぞれ割当てる。 

(11) 期末配当 

当社は、定款第42条に定める剰余金の配当をするときは、第1回B種優先株式を有する株主(以下「第1回B種優先株主」という。)

または第1回B種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回B種優先登録株式質権者」という。)に対して、第1回B種優先株式1株当

たり、普通株式1株当たりの配当金に、その時点における第１回B種優先株式転換比率(下記(15)①において定められる。)を乗じ

て得られる額(以下「第1回B種配当金」という。)を、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)または普通株式の登録

株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)および第1回A種優先株式を有する株主(以下「第1回A種優先株主」という。)

または第1回A種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回A種優先登録株式質権者」という。)と同順位にてする。ただし、平成18

年3月末日に終了する決算期に係る剰余金の配当については、払込期日から起算するものとする。 

(12) 中間配当 

当社は、定款第43条に定める剰余金の配当をするときは、第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株式質権者に対して、第1

回B種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの中間配当金に、その時点における第1回B種優先株式転換比率を乗じて得られる

額の剰余金の配当を、普通株主または普通登録株式質権者および第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株式質権者と同順位

にてする。 

(13) 残余財産の分配 

①当社は、残余財産の分配をする場合には、第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株式質権者に対して、普通株主または普通

登録株式質権者に先立ち、第1回A種優先株主および第1回A種優先登録株式質権者と同順位にて、第1回B種優先株式1株当たり700

円(以下「第1回B種優先残余財産分配額」という。)を分配する。 

②当社は、前号に基づく残余財産の分配後、さらに残余する財産があるときは、第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株式質

権者に対して、第1回B種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの残余財産分配額に、その時点における第1回B種優先株式転換

比率を乗じて得られる額の残余財産を、普通株主または普通登録株式質権者および第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株

式質権者と同順位にて分配する。 

(14) 議決権 

第1回B種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

 



(15) 普通株式への転換請求権 

①第1回B種優先株主は、当社に対し、上記(8)に定める払込期日の翌日以降、平成38年3月13日までの間(以下「第1回B種優先株式

転換請求権行使期間」という。)、当該第1回B種優先株主が有する第1回B種優先株式を取得し、これと引換えに、第1回B種優先

株式1株につき10株の割合(以下「第1回B種優先株式転換比率」という。ただし、第②号に従い変更された場合には、当該変更後

の比率を「第1回B種優先株式転換比率」という。)で普通株式を交付すること（当社が取得請求権付株式を取得し、これと引換

えに普通株式を交付することを、以下「転換」という。）を請求することができる。 

②第1回B種優先株式転換比率は、合併、株式交換、株式移転、または会社分割その他当社の普通株式の発行済株式の総数が変更

する事由が生じる場合で、第1回B種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的公平の観点から当該転換比率の調整が必要とされる

場合には、取締役会が適切と判断する転換比率に変更される。 

なお、かかる変更後の第1回B種優先株式の転換比率による第1回B種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出に当

たって1株に満たない端数があるときは、会社法第167条第3項の規定に従いこれを取り扱う。 

(16) 強制転換 

当社は、取締役会の決定により、第1回B種優先株式転換請求権行使期間中に転換の請求のなかった第1回B種優先株式について、

平成38年3月14日を経過した場合には、取締役会が定める当該日を経過した後の日をもって当該転換の請求のなかった第1回B種

優先株式の全てを取得し、これと引換えに、第1回B種優先株式1株につき、その時点における第1回B種優先株式転換比率で普通

株式を交付することができる。 

(17) 株式の併合および分割、募集株式等の割当て等 

①当社は、株式の併合または分割をするときは、普通株式、第1回A種優先株式および第1回B種優先株式ごとに、同時に同一の割合

でこれをする。当社は、株主に募集株式もしくは募集新株予約権（新株予約権付社債を含む。以下同じ。）の割当てを受ける権

利を与えるときは、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式または普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利

を、第1回A種優先株主には第1回A種優先株式または第1回A種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、第1回B

種優先株主には第1回B種優先株式または第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同

一の割合で第1回B種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的に公平な割当価額、行使価額その他の条件により与える。当社は、

株式無償割当てまたは新株予約権無償割当てをするときは、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の株式無償割当てまた

は普通株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、第1回A種優先株主には第1回A種優先株式の株式無償割当てまた

は第1回A種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、第1回B種優先株主には第1回B種優先株式の株式無償割

当てまたは第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、それぞれ同時に同一の割合でする。 

②株式の分割もしくは併合、株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えた株式の交付もしくは株式無償割当て、または、株主に

募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えた募集新株予約権の交付もしくは新株予約権無償割当てがなされたときの、第1回B

種優先残余財産分配額の調整については、第1回A種優先株式発行要項第(17)項②乃至⑥の規定を、それぞれ「第1回A種優先株

式」を「第1回B種優先株式」、「第1回A種優先残余財産分配額」を「第1回B種優先残余財産分配額」と読み替えて適用する。 

  

 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 平成15年６月27日株主総会決議による新株予約権 

 （注）１．新株予約権の分割行使は認めない（新株予約権１個（１個につき1,000株）を最低行使単位とする）。 

対象者の地位喪失時の取扱いその他権利行使の条件については、株主総会決議を踏まえた取締役会決議に基づき当社と

当該対象者との間で締結した契約に定める。 

２．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

  

② 平成16年６月29日株主総会決議による新株予約権 

 （注）１．新株予約権の分割行使は認めない（新株予約権１個（１個につき1,000株）を最低行使単位とする）。 

対象者の地位喪失時の取扱いその他権利行使の条件については、株主総会決議を踏まえた取締役会決議に基づき当社と

当該対象者との間で締結した契約に定める。 

２．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,409 2,409 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,409,000 2,409,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 481 481 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日
至 平成19年６月30日 

自 平成17年７月１日 
至 平成19年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   481
資本組入額  241 

発行価格   481 
資本組入額  241 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,094 3,094 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,094,000 3,094,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 455 455 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成20年６月30日 

自 平成18年７月１日 
至 平成20年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   455
資本組入額  228 

発行価格   455 
資本組入額  228 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

①普通株式 

  

② Ａ種優先株式 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

－ 

普通株式 
1,872,338 

Ａ種優先株式 
182,542 

Ｂ種優先株式 
246,029 

－ 322,242 － 384,771

    （平成18年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託 
銀行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 107,669 5.75 

三洋電機従業員持株会 大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号 50,789 2.71 

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 49,441 2.64 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 43,278 2.31 

住友生命保険相互会社 大阪市中央区城見１丁目４番35号 36,707 1.96 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 33,548 1.79 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 31,370 1.68 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 23,435 1.25 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 22,546 1.20 

塩屋土地株式会社 神戸市垂水区青山台１丁目28番14号 22,467 1.20 

計 － 421,254 22.50 

    （平成18年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エボリューション・インベスト
メンツ有限会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 898,049 49.20 

オーシャンズ・ホールディング
ス有限会社 

東京都渋谷区渋谷２丁目15番１号
渋谷クロスタワー 

898,049 49.20 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 29,324 1.60 

計 － 1,825,422 100.00 



③ Ｂ種優先株式 

  

  

    （平成18年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エボリューション・インベスト
メンツ有限会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 887,666 36.08 

オーシャンズ・ホールディング
ス有限会社 

東京都渋谷区渋谷２丁目15番１号
渋谷クロスタワー 

887,666 36.08 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 684,961 27.84 

計 － 2,460,293 100.00 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１.証券保管振替機構名義の株式354,000株及び株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式4,000株が

含まれているが、当該株式には議決権はない。 

    ２．優先株式の内容については、（１）「株式の総数等」②「発行済株式」に記載している。 

②【自己株式等】 

 （注）１. このほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が4,000株ある。 

なお、当該株式数は「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれている。 

２. 発行済株式総数に対する所有株式の割合は普通株式によるものである。 

 

  （平成18年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 
Ｂ種優先株式

246,029,300 
－ （注）２ 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式

19,505,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 

普通株式 （注）１
1,840,833,000 

Ａ種優先株式 
182,542,200 

普通株式
1,840,475 

Ａ種優先株式 
1,825,422 

（注）２ 

単元未満株式 
普通株式

12,000,099 
－

一単元（1,000株）
未満の株式 

発行済株式総数 2,300,909,599 － － 

総株主の議決権 － 3,665,897 － 

    （平成18年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数 
（株） 

他人名義所
有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三洋電機㈱ 大阪府守口市 17,995,000 － 17,995,000 0.96

サン電子工業㈱ 大阪府四條畷市 419,000 － 419,000 0.02

富田電機㈱ 群馬県邑楽郡 408,000 － 408,000 0.02

滋賀電機㈱ 滋賀県草津市 210,000 － 210,000 0.01

㈱太田治工 群馬県邑楽郡 150,000 － 150,000 0.01

エスティシー㈱ 群馬県伊勢崎市 100,000 － 100,000 0.01

湖南電機㈱ 滋賀県草津市 97,000 － 97,000 0.01

赤石工業㈱ 栃木県足利市 63,000 － 63,000 0.00

旭鍍金工業㈱ 大阪市旭区 29,000 － 29,000 0.00

大阪中央三洋特機販売㈱ 大阪市北区 24,000 － 24,000 0.00

三重三洋特機販売㈱ 三重県松阪市 5,000 － 5,000 0.00

南大阪三洋販売㈱ 堺市堺区 3,000 － 3,000 0.00

㈱サンエイ 東京都板橋区 2,000 － 2,000 0.00

計 － 19,505,000 － 19,505,000 1.04



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部による。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

(1）役職の異動 

  
 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 324 303 272 253 249 256 

最低（円） 300 257 236 209 213 228 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 
取締役副社
長 

副社長執行役員 
本社管理部門統括 
守口地区代表役員 

代表取締役 
取締役副社
長 

副社長執行役員
本社管理部門統括 

前田 孝一 平成18年10月1日

代表取締役 
取締役副社
長 

副社長執行役員 
グローバル営業グル

ープ長 
国内営業統括本部長 

代表取締役 
取締役副社
長 

副社長執行役員 駿田 和彦 平成18年10月1日

代表取締役 
取締役副社
長 

副社長執行役員 
経営企画・監査部門統括 

  

代表取締役 
取締役副社
長 

副社長執行役員 楢葉 徹雄 平成18年7月1日

取締役 

専務執行役員 
パワーグループ長  
 GLOBAL EVOLUTION 
PJ推進グループ長 

グローバルマネージメ
ント本部長 

 米州エリア責任者 
淡路・徳島・貝塚地
区代表役員 

取締役 

専務執行役員
パワーグループ長 
EVOLUTION PJ 推進グ

ループ長 

本間 充 平成18年10月1日

取締役 

専務執行役員 
サービスチェーング

ループ長 
サービス統括本部長 
 GLOBAL EVOLUTION 
PJ 推進グループ 
Corporate DNA 
Evolution Plan 推

進本部長 
プロキュアメント本

部長 
品質機能担当責任者 
中国エリア責任者 

滋賀・岐阜地区代表役員 
  

取締役 

執行役員
コマーシャルグループコ
マーシャルカンパニー副

社長 
EVOLUTION PJ 推進グルー

プ 
Corporate DNA 

Evolution Plan 推進
本部長 

有馬 秀俊 平成18年10月1日



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表は、改正前の「中間連結

財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)第81

条の規定により、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表は、改正後の中間

連結財務諸表規則第87条の規定により、米国において一般に認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作

成している。 

 なお、セグメント情報については、「中間連結財務諸表規則」に基づいて作成している。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年 大蔵省令第38号、以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（自平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中

間連結財務諸表及び前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間財務諸表については、中央青山監

査法人の中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の中間連結財務諸表及び

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の中間財務諸表については、あずさ監査法人の中間監査を受

けている。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代している。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人(現、みすず監査法人) 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間  あずさ監査法人 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

［資産の部］    

Ⅰ 流動資産    

1.現金及び預金   138,480 148,199 196,784 

2.定期預金   103,657 191,972 100,716 

小計   242,137 340,171 297,500 

3.金銭信託 (注5) － 192,000 264,800 

4.有価証券 (注7) 5,116 498 1,109 

5.受取手形及び売掛金   425,860 455,343 461,613 

6.金融債権   245,644 － － 

7.持分法適用会社に対する
受取手形及び売掛金 

  31,783 22,695 19,182 

8.貸倒引当金   △30,909 △5,847 △10,509 

9.棚卸資産 (注6) 386,112 375,049 317,894 

10.繰延税金   10,262 10,734 8,287 

11.その他   84,973 63,619 60,441 

流動資産合計   1,400,978 56.1 1,454,262 68.0 1,420,317 65.9

Ⅱ 投資及び貸付金    

1.持分法適用会社に対する
投資及び貸付金 

  56,440 52,111 48,000 

2.投資有価証券及びその他
の投資 

(注7) 178,895 88,193 112,988 

投資及び貸付金合計   235,335 9.4 140,304 6.6 160,988 7.5

Ⅲ 長期金融債権   133,916 5.4 － － － －

Ⅳ 有形固定資産 (注8,11)  

1.建物   486,798 418,133 409,581 

2.機械及びその他   947,973 909,886 919,154 

小計   1,434,771 1,328,019 1,328,735 

3.減価償却累計額   △964,773 △957,324 △941,303 

差引計   469,998 370,695 387,432 

4.土地   149,623 94,865 101,664 

5.建設仮勘定   9,374 13,668 11,590 

有形固定資産合計   628,995 25.2 479,228 22.4 500,686 23.2

Ⅴ 長期繰延税金   22,025 0.9 10,802 0.5 10,935 0.5

Ⅵ その他の資産 (注10) 75,829 3.0 53,083 2.5 61,911 2.9

資産合計   2,497,078 100.0 2,137,679 100.0 2,154,837 100.0



 

   
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

［負債の部］   

Ⅰ 流動負債   

1.短期借入金 (注11) 444,410 249,380 264,441 

2.一年以内に期限の到来す
る社債及び長期借入金 

(注11) 117,580 143,602 74,297 

3.支払手形及び買掛金  435,916 448,135 402,638 

4.未払金及び未払費用  195,834 203,702 195,093 

5.持分法適用会社に対する
支払手形及び買掛金 

 18,224 11,611 20,392 

6.設備関係支払手形及び未
払金 

 14,911 18,771 13,334 

7.未払税金  8,737 9,391 11,638 

8.その他  95,556 55,918 64,410 

流動負債合計  1,331,168 53.3 1,140,510 53.4 1,046,243 48.6

Ⅱ 固定負債   

1.社債及び長期借入金 (注11,12) 737,872 399,867 500,434 

2.未払退職・年金費用  212,277 188,465 186,969 

3.長期繰延税金  － 6,891 － 

固定負債合計  950,149 38.1 595,223 27.8 687,403 31.9

負債合計  2,281,317 91.4 1,735,733 81.2 1,733,646 80.5

［少数株主持分］   

少数株主持分  50,059 2.0 15,804 0.7 18,299 0.8

［契約債務及び偶発債務］   

契約債務及び偶発債務 (注13)  



  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

［資本の部］    

Ⅰ 資本金    

1.普通株式   172,242 6.9 172,242 8.0 172,242 8.0

授権株式数    

平成17年９月30日 
4,921,196,000株 

   

平成18年９月30日 
7,060,300,000株 

   

平成18年３月31日 
7,060,300,000株 

   

発行済株式数    

平成17年９月30日 
1,872,338,099株 

   

平成18年９月30日 
1,872,338,099株 

   

平成18年３月31日 
1,872,338,099株 

   

２.優先株式 (注15) － － 121,119 5.7 89,086 4.1

授権株式数    

平成17年９月30日 
 Ａ種株式       －株 
 Ｂ種株式       －株 

   

平成18年９月30日 
 Ａ種株式  182,600,000株 
 Ｂ種株式  246,100,000株 

   

平成18年３月31日 
 Ａ種株式  182,600,000株 
 Ｂ種株式  246,100,000株 

   

発行済株式数    

平成17年９月30日 
 Ａ種株式       －株 
 Ｂ種株式       －株 

   

平成18年９月30日 
 Ａ種株式  182,542,200株 
 Ｂ種株式  246,029,300株 

   

平成18年３月31日 
 Ａ種株式  182,542,200株 
 Ｂ種株式  246,029,300株 

   

小計   172,242 6.9 293,361 13.7 261,328 12.1

Ⅱ 資本剰余金   336,030 13.4 753,466 35.2 721,828 33.5

Ⅲ 利益剰余金   △226,867 △9.1 △534,199 △25.0 △466,951 △21.7

Ⅳ その他の包括利益累計額   △108,316 △4.3 △119,032 △5.5 △105,885 △4.9

    173,089 6.9 393,596 18.4 410,320 19.0

Ⅴ 自己株式   △7,387 △0.3 △7,454 △0.3 △7,428 △0.3

平成17年９月30日 
17,723,124株 

   

平成18年９月30日 
17,995,814株 

   

平成18年３月31日 
17,874,175株 

   

資本合計   165,702 6.6 386,142 18.1 402,892 18.7

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  2,497,078 100.0 2,137,679 100.0 2,154,837 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  
  

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 収益    

1.売上高   1,179,391 100.0 1,095,539 100.0 2,397,026 100.0

2.その他の営業収益   35,451 3.0 45,922 4.2 87,279 3.6

3.受取利息及び配当金   3,686 0.3 3,637 0.3 7,170 0.3

4.その他 (注17) 23,030 2.0 22,286 2.0 59,670 2.5

収益合計   1,241,558 105.3 1,167,384 106.5 2,551,145 106.4

Ⅱ 売上原価及び費用    

1.売上原価   1,051,149 89.1 941,851 86.0 2,102,734 87.7

2.販売費及び一般管理費   192,062 16.3 183,769 16.8 398,725 16.6

3.支払利息   8,544 0.7 10,038 0.9 18,412 0.8

4.その他 (注17) 104,588 8.9 24,695 2.2 196,970 8.2

売上原価及び費用合計   1,356,343 115.0 1,160,353 105.9 2,716,841 113.3

Ⅲ 継続事業税金等調整前利益
（△損失） 

  △114,785 △9.7 7,031 0.6 △165,696 △6.9

Ⅳ 法人税等    

1.当期税額   6,763 0.6 10,162 0.9 20,861 0.9

2.繰延税額   18,257 1.5 101 0.0 17,448 0.7

法人税等合計   25,020 2.1 10,263 0.9 38,309 1.6

Ⅴ 継続事業少数株主持分損益控
除前損失 

  △139,805 △11.9 △3,232 △0.3 △204,005 △8.5

Ⅵ 少数株主持分損益（控除）   △3,445 △0.3 386 0.0 △3,675 △0.1

Ⅶ 継続事業中間（当期）純損失   △136,360 △11.6 △3,618 △0.3 △200,330 △8.4

Ⅷ 非継続事業 (注４)  

非継続事業税金等調整前損
失 

  △3,982 △0.3 － － △1,882 △0.1

法人税等   2,183 0.2 － － 3,449 0.1

非継続事業中間（当期）純
損失 

  △6,165 △0.5 － － △5,331 △0.2

Ⅸ 中間（当期）純損失   △142,525 △12.1 △3,618 △0.3 △205,661 △8.6

基本的１株当たり中間（当期）
純損失 

(注16)  

継続事業中間（当期）純損
失 

  △73.52円 △34.90円 △192.38円 

非継続事業中間（当期） 
純損失 

  △3.33円 －円 △2.58円 

中間（当期）純損失   △76.85円 △34.90円 △194.96円 

希薄化後１株当たり中間（当
期）純損失 

(注16)  

継続事業中間（当期）純損
失 

  △73.52円 △34.90円 △192.38円 

非継続事業中間（当期） 
純損失 

  △3.33円 －円 △2.58円 

中間（当期）純損失   △76.85円 △34.90円 △194.96円 



③【中間連結株主持分計算書】 

  
 

区分 

資本金 

資本剰余
金 
(百万円)

利益剰余
金 
(百万円) 

その他の包括利益累計額 

自己株式 
(百万円) 

包括利益 
(△損失) 
計 

(百万円) 

普通株式 優先株式(注15) 未実現有
価証券評
価損益 
(百万円)

為替換算
調整額 
(百万円)

最小年金
負債調整
額 
(百万円)

未実現デ
リバティ
ブ評価損
益 
(百万円)

計 
(百万円) 株式数 

(千株) 
金額 

(百万円)
株式数 
(千株) 

金額 
(百万円) 

平成17年３月31日現在 1,872,338 172,242 － － 336,035 △84,342 18,662 △58,211 △87,673 △1,088 △128,310 △7,357  

１．包括利益(△損失)：              

中間純損失      △142,525       △142,525 

その他の包括利益(△損失)              

未実現有価証券評価損益 
(793百万円税引後) 
(注７) 

      22,742    22,742  22,742 

当期実現利益の組替 
(648百万円税引後） 

    (注７) 
      △12,057    △12,057  △12,057 

為替換算調整額        9,060   9,060  9,060 

未実現デリバティブ評価
損益 
(262百万円税引後) 
(注14) 

         △202 △202  △202 

当期実現損失の組替 
(586百万円税引後) 

    (注14) 
         451 451  451 

計             △122,531 

２．自己株式の購入(151千株)            △45  

３．自己株式の売却(36千株)            15  

４．自己株式処分差損     △5         

平成17年９月30日現在 1,872,338 172,242 － － 336,030 △226,867 29,347 △49,151 △87,673 △839 △108,316 △7,387  

平成18年３月31日現在 1,872,338 172,242 428,572 89,086 721,828 △466,951 21,184 △42,111 △84,958 － △105,885 △7,428  

１．包括利益(△損失)：              

中間純損失      △3,618       △3,618 

その他の包括利益(△損失)              

未実現有価証券評価損益 
(1,332百万円税引後) 
(注７) 

      △9,989    △9,989  △9,989 

当期実現利益の組替 
   （ 804百万円税引後）  
   （注７） 

      △1,180    △1,180  △1,180 

為替換算調整額        △1,862   △1,862  △1,862 

未実現デリバティブ評価
損益 
 (注14) 

         △116 △116  △116 

計             △16,765 

２．自己株式の購入(152千株)            △39  

３．自己株式の売却(30千株)            13  

４．自己株式処分差損      △5        

５．株式に基づく報酬     46         

６．有益転換権の償却    32,033 31,592 △63,625        

平成18年９月30日現在 1,872,338 172,242 428,572 121,119 753,466 △534,199 10,015 △43,973 △84,958 △116 △119,032 △7,454  



  

  

  

区分 

資本金 

資本剰余
金 
(百万円)

利益剰余
金 
(百万円) 

その他の包括利益累計額 

自己株式 
(百万円) 

包括利益 
(△損失) 
計 

(百万円) 

普通株式 優先株式(注15) 未実現有
価証券評
価損益 
(百万円)

為替換算
調整額 
(百万円)

最小年金
負債調整
額 
(百万円)

未実現デ
リバティ
ブ評価損
益 
(百万円)

計 
(百万円) 株式数 

(千株) 
金額 

(百万円)
株式数 
(千株) 

金額 
(百万円) 

平成17年３月31日現在 1,872,338 172,242 － － 336,035 △84,342 18,662 △58,211 △87,673 △1,088 △128,310 △7,357  

１．包括利益(△損失)：              

当期純損失      △205,661       △205,661 

その他の包括利益(△損失)              

未実現有価証券評価損益 
(1,019百万円税引後) 
(注７) 

      38,529    38,529  38,529 

当期実現利益の組替 
( 671百万円税引後) 

   （注７） 
      △36,007    △36,007  △36,007 

為替換算調整額        16,100   16,100  16,100 

最小年金負債調整額 
(5,088百万円税引後) 

        2,715  2,715  2,715 

未実現デリバティブ評価
損益 
(1,014百万円税引後) 
(注14) 

         780 780  780 

当期実現損失の組替 
(401百万円税引後) 

    (注14) 
         308 308  308 

計             △183,236 

２．自己株式の購入(330千株)            △97  

３．自己株式の売却(63千株)            26  

４．自己株式処分差損     △6         

５．優先株式の発行   428,572 150,000 147,937         

６．有益転換権    △150,000 150,000         

７．有益転換権の償却    89,086 87,862 △176,948        

平成18年３月31日現在 1,872,338 172,242 428,572 89,086 721,828 △466,951 21,184 △42,111 △84,958 － △105,885 △7,428  



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．中間（当期）純損失   △142,525 △3,618 △205,661

２．営業活動によるキャッシ
ュ・フローの調整項目 

  

(1）減価償却費及びその他の
償却費 

  66,748 48,825 129,712

(2）有価証券及び投資有価証
券売却益 

  △12,828 △3,803 △39,204

(3）投資有価証券評価損   7,112 1,000 9,989

(4）固定資産減損   57,438 3,914 107,702

(5）固定資産処分損（△益）   6,359 △11,388 △4,527

(6）繰延税金   18,592 101 18,903

(7）持分法による投資損益   2,282 4,100 13,072

(8）資産及び負債の変動額   

・受取手形及び売掛金の減
少 

  51,352 542 21,281

・棚卸資産の減少 
（△増加） 

  12,415 △52,319 78,552

・その他流動資産の減少
（△増加） 

  4,787 △3,777 18,578

・その他の資産の減少 
 （△増加） 

  △5,425 2,586 10,573

・支払手形及び買掛金の増
加（△減少） 

  △78,786 42,444 △105,520

・未払税金の増加 
（△減少） 

  △2,765 △2,276 879

・その他流動負債の減少   △4,464 △4,248 △24,710

(9）その他（純額）   △20,135 476 △30,283

営業活動によるキャッシュ・
フロー計 

  △39,843 22,559 △664



  

 

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．売却可能有価証券の購入   △7,419 △2,587 △3,634

２．満期保有目的有価証券の購
入 

  △5,655 △800 △10,115

３．売却可能有価証券の売却   50,633 8,567 99,837

４．満期保有目的有価証券の償
還 

  4,986 1,116 10,836

５．有形固定資産の売却代金   1,770 26,784 46,760

６．有形固定資産の購入による
支払額 

  △54,381 △35,930 △84,564

７．子会社株式売却による収入
（△支出） 

  2,317 1,124 △2,004

８．その他（純額）   △1,845 764 △21,115

投資活動によるキャッシュ・
フロー計 

  △9,594 △962 36,001

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  

１．短期借入金の増加額 
（△減少額） 

  13,720 △17,223 △20,432

２．長期負債の増加による入金
額 

  63,105 2,455 82,671

３．新株発行による調達額 (注15) － － 299,238

４．金銭信託の設定による支出 (注5) － － △300,000

５．金銭信託の払い出しによる
収入 

(注5) － 72,800 35,200

６．長期負債の返済額   △99,485 △38,042 △166,786

７．少数株主への配当金の支払
額 

  △556 △376 △1,606

８．自己株式の買戻し額（純
額） 

  △35 △31 △78

９．少数株主からの払込収入   － － 1,813

財務活動によるキャッシュ・
フロー計 

  △23,251 19,583 △69,980

    



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅳ 為替相場変動による現金及び
現金等価物への影響額 

  3,548 1,491 8,182

Ⅴ 現金及び現金等価物の純増減
額 

  △69,140 42,671 △26,461

Ⅵ 新規連結子会社の現金及び現
金等価物 

  16,295 － 28,979

Ⅶ 現金及び現金等価物の期首残
高 

  294,982 297,500 294,982

Ⅷ 現金及び現金等価物の中間
（期末）残高 

  242,137 340,171 297,500



（中間連結財務諸表注記） 
  

１．会計処理の原則及び手続並びに中間連結財務諸表の表示方法 

 当社の中間連結財務諸表は、会計原則審議会意見書（APB Opinions）、財務会計基準審議会（FASB）の基準書等、米国で一般

に認められた会計原則に基づいて作成している。ただし、セグメント情報はわが国の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おり、米国財務会計基準審議会基準書第131号に基づくセグメント別財務報告は作成していない。 

 当社は、昭和44年にキュラソー預託証券（CDR）を発行するにあたり、昭和44年度に係る連結財務諸表を米国式で作成し株主等

へ開示したが、それ以後継続して米国式連結財務諸表を作成し開示している。さらに昭和52年、米国店頭株式市場（NASDAQ）に

米国預託証券（ADR）をアンスポンサードとして上場した際、米国証券取引委員会（SEC）に1934年証券取引所法に基づく米国証

券取引委員会規則12ｇ３－２（ｂ）の適用申請を行い、承認されている。そのため、様式20－Ｆによる年次報告および様式６－

Ｋによる重要情報の開示は免除されているが、それに替わって米国式連結財務諸表を含むアニュアルレポート、セミアニュアル

レポートをSECに提出している。 

なお、当社は平成18年11月1日にADRのNASDAQ上場を廃止したが、上記のSECに承認された取扱は継続して適用されている。 

 当社が採用する会計処理の原則及び手続並びに中間連結財務諸表の表示方法のうち、わが国の連結財務諸表原則及び中間連結

財務諸表規則に準拠して作成する場合との主要な相違内容は以下のとおりであり、金額的に重要なものについては継続事業税金

等調整前中間（当期）純利益（非継続事業利益を含む）に対する影響額を開示している。 

  

(1）固定資産の圧縮記帳 

 固定資産の圧縮記帳額は、その固定資産の取得原価に振戻している。 

  

(2）未払退職・年金費用 

 米国財務会計基準審議会基準書第87号「事業主の年金会計」による保険数理により計算された未払退職・年金費用の給付

債務を計上しており、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における影響額は、それぞれ1,335百万

円（利益）、1,137百万円（利益）及び4,641百万円（利益）である。 

  

(3）デリバティブ 

 デリバティブの処理は、米国財務会計基準審議会基準書第133号「デリバティブ商品とヘッジ活動の会計」（同基準書第

138号及び149号によって一部改訂）に準拠している。 

  

(4）包括利益 

 米国財務会計基準審議会基準書第130号「包括利益の報告」に準拠し、包括利益を中間連結株主持分計算書に開示してい

る。包括利益とは資本取引を除く資本勘定の増減と定義され、中間（当期）純利益とその他の包括利益から構成されてい

る。その他の包括利益には未実現有価証券評価損益、未実現デリバティブ評価損益、最小年金負債調整額、及び為替換算調

整勘定の増減が含まれている。 

  

(5）収益認識 

 収益の認識については、SEC職員会計広報第104号「財務諸表上の収益の認識」に準拠している。 

  

(6）企業結合 

 企業結合の処理は、米国財務会計基準審議会基準書第141号「企業結合」に準拠している。 

  

(7）営業権及びその他の無形固定資産 

 営業権及びその他の無形固定資産の処理は、米国財務会計基準審議会基準書第142号「営業権及びその他の無形固定資産」

に準拠している。 

  

 



(8）有益転換権 

 優先株式の有益転換権の処理は、米国発生問題専門委員会基準書98－05号「有益転換権もしくは偶発的調整可能転換率の

ある転換証券の会計処理」及び00－27号「特定の転換可能手段に対する米国発生問題専門委員会基準書98－05号の適用」に

準拠している。 

  

(9）リース会計 

 米国財務会計基準審議会基準書13号「リースの会計処理」に基づき、リース取引の契約内容が一定のキャピタル・リース

の条件に該当する場合には、最低リース支払総額の現在価値またはリース資産の公正価値を、有形固定資産およびキャピタ

ル・リース未払金に計上している。当該資産が償却資産の場合は、リース期間または見積耐用年数にわたり減価償却をして

いる。また、リース料支払額とキャピタル・リース未払金の取崩額との差額は支払利息に計上している。 

  

(10）新株発行費 

 新株発行費は、資本勘定の控除項目として処理することが米国の慣行であることから、これを費用として処理せず、税効

果考慮後の額を資本剰余金から直接控除している。 

  

(11）変動持分事業体 

 平成16年度より米国財務会計基準審議会による解釈指針第46号（平成15年12月改定。）「変動持分事業体の連結」に基づ

き、当社が主たる受益者たる地位を有している変動持分事業体を連結している。 

  

(12）有価証券 

 一定の条件を充たす負債証券及び持分証券の処理は、米国財務会計基準審議会基準書第115号「特定の負債証券および持分

証券への投資の会計処理」に準拠している。これにより、売却可能有価証券に分類された有価証券は公正価値により評価

し、未実現評価損益は損益計算に含めず税効果控除後の金額でその他の包括利益累計額として表示している。満期保有目的

有価証券に分類された有価証券は、償却原価により評価している。 

  

(13）少数株主持分 

 連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示している。 

  

２．連結財務諸表作成の基礎 

  

１．中期経営計画の進捗状況 

ここ数年間はグローバルな競争激化等により、当社グループは厳しい経営環境にあり、こうした中、平成16年10月に発生し

た新潟県中越地震の影響もあり、平成17年３月期においては、171,544百万円という多額の連結最終赤字を計上するに至った。

こうした全社的な危機を乗り越えるため、平成17年７月に新ビジョン「Think GAIA」を打ち出し、企業価値向上に向けて、

抜本的構造改革の推進と、コア事業への経営資源のシフトを加速した。そして、再構築、成長への決意を宣言し、具体的に

は、①事業の選択と集中を明確化すること、②抜本的かつ具体性のある構造改革（事業のリストラ）を断行すること、③経営

全般にわたる非効率（ムリ、ムラ、ムダ）を排除し収益力を強化すること、④競争の激しい業界にあって生き残るためにも有

利子負債を削減し、財務体質の強化を図ること、といった施策を当社グループ全体をあげて、早急かつ具体的に実行に移すと

ともに、⑤コア事業への経営資源の投入とリスクをミニマイズし十分な将来キャッシュ・フローを創出し得るための明確な成

長戦略が必要となると判断し、平成17年11月に、「強い三洋電機の復活」を目指す中期経営計画を策定した。 

平成18年３月期は、205,661百万円というさらに多額の連結最終赤字を計上し、２期連続の赤字となったものの、中期経営計

画に沿って構造改革事業と位置付けていた半導体事業、金融事業、有機EL事業等に目処をつけるとともに、テレビ事業につい

ては競争力強化のため他社との合弁会社設立の基本合意締結を行った。また、不採算海外事業の清算といった構造改革の実施

等、抜本的構造改革の達成に向けた施策を順次実行に移し、さらに、有利子負債削減、遊休資産の処分、人員削減に関して

も、それぞれ当初計画を上回る実績を残すことができた。 

平成18年度は、半導体事業に関して、分社化実施、固定費の削減を実行、一方、落ち込んでいた売上が回復基調に乗り、平

成17年度の赤字から黒字転換し収益に貢献できる事業となった。一方、白物家電・テレビ事業については、平成17年度の中期

経営計画で想定していた以上の抜本的な構造改革を推し進め、平成18年10月には中国ハイアール社と冷蔵庫事業の戦略的提携

を発表したとおり、他社とのアライアンスによる事業構造の転換を図るとともに、国内営業体制の大幅見直しも実施し、平成

18年度中に抜本的な構造改革を完遂し、平成19年度に収益回復を見込んでいる。 

一方、中期経営計画においてコア事業として位置づけた携帯電話・デジタルカメラ事業は、その後の事業環境の大きな変化

に対応しきれず、当初計画の達成が困難となり、事業計画の変更を行うことが必要となり、これにともない、再度両事業の戦

略の練り直しを行った。 



 以上のような事業環境の変化等も踏まえ、前連結会計年度策定した中期経営計画の一部を見直し、抜本的構造改革の完遂お

よび収益の回復、さらにはコア事業のなかでも、集中投資をする事業を明確にし、着実な成長の実現を目指していく。 

  

２．今後の方針 

強い三洋電機を復活させるためには、当社グループが長期安定的に収益を獲得できる力を早期に回復することが重要であ

り、そのためには、（１）構造改革を完遂し赤字の要因を除去すること、（２）事業ポートフォリオを長期安定的に収益獲得

できるものとすること、が不可欠である。 

  

（１）抜本的構造改革の完遂 

当社の収益力を回復し、金融機関・マーケットの信頼を取り戻すため、以下のすべての構造改革案件を早期かつ徹底的に実

行する。 

①平成17年度に発表した中期経営計画において構造改革事業として位置づけた白物家電・テレビ・半導体事業における構造改

革を完遂するため、事業撤退・人員削減・不採算子会社の清算/撤退等の具体的な追加施策を盛り込んだ。 

②携帯電話・デジタルカメラ事業については事業収支の変動が大きな事業に属する。このような特性を持つ事業形態において

は、売上高の増大を目指すのに加えて、生産体制などを見直すことにより徹底的に固定費の削減を行い、急激な事業環境変

化にも対応できる体制構築を急ぐこととした。 

③不採算事業・不採算会社についても原則撤退・清算を視野に入れ改革を継続する。当社が保有するグループ会社の株式も、

事業運営上、効果が低いものについては原則売却する方向で検討を進める。 

  

（２）コア事業のさらなる成長加速 

①平成22年に向けた当社事業ポートフォリオ 

当社グループの事業の競争力について改めて検討した。競争力の判断基準としては、（ⅰ）市場での優位性（トップシェア

もしくはそれに準ずる）、（ⅱ）市場の堅実な成長、（ⅲ）安定した収益を確保可能、（ⅳ）優位な技術の保有、（ⅴ）効率

的営業が可能な「見える顧客」に対する営業力を保有、とした。 

この検討の結果、パワーソリューション、冷熱・コマーシャル、電子部品事業に資源を集中的に投資し、新たな成長エンジ

ン確立と全社利益牽引の両立を図るための基本施策を検討し、またパーソナル・モバイル事業については、事業のリスクに鑑

み、売上減少時においても利益が確保できる体質に転換し、その中でヒット商品による売上増大を狙うこととした。 

 その他の構造改革事業である白物家電事業においても、洗浄機器・生活家電については、AQUAなど差別化できる特長的商品

を生み出していることから、収益貢献ができる事業であり、これらは継続的な黒字を確保できるような体制作りに専念する。 

②関係会社・生産拠点の再編（統廃合） 

関係会社が多数存在することにより、多額のコストが発生し、経営資源も分散していることから整理・清算、事業統合によ

る事業効率向上を推進する。 

  

 



（３）機能力の強化 

①グローバル機能の強化 

平成18年10月、「GLOBAL EVOLUTION PJ 推進グループ」を設置し、Corporate DNA Evolution Planが進めるビジネスモデル

の変革によるムリ・ムラ・ムダの徹底排除、グローバル経営管理機能の実現、コーポレートブランドの革新、およびThink 

GAIAビジョン実現のためグローバルな商品開発の実現などにより、当社が継続的なグローバル企業としての展開を図れるよう

にしていく。 

②ファシリティーの変身 

生産の海外移管や商品の生産中止・見直しから、淀川、吹上、足利、北条の各工場を閉鎖してきたが、現在、これによる

「技術の散在」「ノウハウの毀損」などの製造力の低下が見られる。よって、「コスト削減の更なる推進」と同時に、「メー

カー機能の強化」を両立させるため、「ファシリティーの変身」を推進していく。 

以上、今回、もう一段踏み込んだ見直しを実施することにより、構造改革を完遂させ、さらに平成19年度以降の成長戦略
を確かなものとしていく。 

  

当社グループの今後の業績は、中期経営計画の成否に依存しており、また、当社が締結しているシンジケートローン契約

及びコミットメントライン契約には、財務制限条項が付されているが、当中間連結会計期間の中間連結財務諸表は、継続企

業の前提に基づいて作成されており、継続企業を前提としない場合に必要となる資産および負債の調整は行っていない。 

  

３．主要な会計処理の方針 

  

(1）連結の方針及び範囲 

 この中間連結財務諸表は当社及び子会社すべてを連結したものである。連結にあたっては、連結会社間の重要な取引及び

諸勘定はすべて消去している。 

 関連会社に対する投資額は、軽微なものを除き未実現利益控除後、持分法により計算した価額をもって計上している。 

 当社は平成16年度より米国財務会計基準審議会による解釈指針第46号（平成15年12月改訂。以下解釈指針第46号改とい

う。）「変動持分事業体の連結」に基づき、当社が議決権行使以外の手段で財務上の持分を支配している変動持分事業体を

連結している。 

 当中間連結会計期間末の連結子会社は223社、持分法適用会社は70社である。 

  

(2）会計上の見積り 

 一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して中間連結財務諸表を作成するためには、経営者による見積りや仮定が必

要とされ、それによって中間決算日現在の資産及び負債の報告金額、偶発資産及び負債の開示、並びに各事業年度の収益及

び費用の金額が影響を受けている。実際の結果は、これらの見積りと異なることもある。 

  

(3）海外連結子会社等の財務諸表項目の換算方法 

 海外連結子会社等の財務諸表の資産及び負債項目は、中間決算日の為替相場、損益項目は期中平均為替相場によって円換

算しており、その結果生じる換算差額はその他の包括利益累計額の構成要素である為替換算調整額として、資本の部に計上

している。 

  

(4）現金等価物 

 定期預金を含め、取得日から３ヶ月以内に満期となる流動性の高い投資を現金等価物としている。 

  

(5）負債証券及び持分証券 

 売却可能有価証券は公正価値で評価されており、その他の包括利益累計額の構成要素である未実現有価証券評価損益は税

引後の金額で資本の部に計上されている。また、売却可能有価証券は、その公正価値の下落が一時的である場合を除き、正

味実現可能価額まで評価減を行い、その金額は損益として認識される。売却に伴う損益の算定における原価は、移動平均法

によっている。満期保有目的有価証券は、償却原価により評価している。公正価値の算定が困難な有価証券は取得原価で評

価している。 

  

(6)貸倒引当金 

 当社は営業債権及び利息を含む金融債権について、顧客が期日までに返済する能力があるか否かを考慮し、回収不能額を
見積もった上で貸倒引当金を計上している。見積りには期日経過債権の回収期間、経験値及び現在の経営環境を含む様々な
要因を考慮している。また、特定の顧客について債務の返済が困難であることが明らかになった場合には、債権の担保資産
の公正価値を考慮の上、個別に引当を行う。 

  



(7）棚卸資産の評価 

 棚卸資産は、低価法で評価しており、製品及び仕掛品の取得価額は主として総平均法、その他の棚卸資産の取得価額は主

として先入先出法によっている。 

  

（8）有形固定資産の減価償却方法 

 有形固定資産の減価償却費は、当該資産の見積耐用年数に基づき主として定率法で計算している。償却期間は、建物が５

年から50年、機械装置及び備品が２年から20年の範囲となっている。 

  

(9）長期性資産の減損 

 有形固定資産などの長期性資産や償却対象の無形資産については、当該資産の帳簿価額が回収できないという事象や状況

の変化が生じた場合において、減損に関する検討を実施している。減損が生じていると判断された場合、帳簿価額が公正価

値を超過する金額について減損損失をその期に認識する。 

  

(10）営業権及びその他の無形資産 

 企業結合により取得した営業権及び耐用年数が確定できない無形固定資産は償却せず、年一回及び減損の可能性を示す事

象または状況の変化が生じた時点で減損の判定を行っている。これらの資産の公正価値は一般的に割引キャッシュ・フロー

分析により算定している。 

 償却対象となる無形固定資産は主にソフトウエアで、償却年数は概ね３年から５年である。 

  

(11）広告宣伝費 

 広告宣伝費は原則として、発生時に費用計上している。 

  

(12）研究開発費 

 研究開発費は原則として、発生時に費用計上している。 

  

(13）製品保証引当金 

 製品保証引当金は収益の認識がなされた時点で過去の実績額に基づき計上している。 

  

(14）法人税等 

 繰延税金は税務上の資産及び負債と、財務会計上の資産及び負債との差異に起因する将来の見積り税効果について認識さ

れる。 

 繰延税金資産及び負債は現行の法定税率により測定され、税率変更による繰延税金資産及び負債への影響額は、その税率

変更が制定された期間の損益として認識される。 

 実現可能性が低いとみなされる繰延税金資産については評価性引当金を計上している。 

  

(15）デリバティブ 

 当社は、外国為替及び金利の変動リスクを管理するためにデリバティブを利用している。利用している主なデリバティブ

は為替予約、金利スワップ及び通貨スワップである。当社は米国財務会計基準審議会基準書第133号「デリバティブ商品と

ヘッジ活動の会計」（同基準書第138号及び149号によって一部改訂）を適用している。当社は全てのデリバティブを中間連

結貸借対照表上、資産または負債のいずれかとして認識し、公正価値で測定している。デリバティブの公正価値の変動は、

基本的に当期の損益として計上している。ただし、キャッシュ・フローヘッジとして指定され、適格であると認められるデ

リバティブの公正価値の変動についてはその他の包括利益の一項目として計上し、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動

が損益に影響を与える時点まで、損益の実現を繰延べている。当社はヘッジ取引にかかるヘッジ手段とヘッジ対象の関係と

ともにリスクの管理目的及び戦略を全て文書化している。また、当社はヘッジの開始時点および継続期間中に、ヘッジ取引

に利用しているデリバティブがヘッジ対象のキャッシュ・フローを相殺しているか否かについてヘッジ取引開始時及びそれ

以降も継続的に評価している。 

  

(16）株式に基づく報酬 

当社は従来、会計原則審議会（APB）の意見書第25号「従業員に発行した株式の処理」を適用し、米国財務会計基準審議会

基準書第148号「株式に基づく報酬の会計処理－適用措置および開示－基準書第123号の改定」に従った開示を行ってきた

が、平成18年度より米国財務会計基準審議会基準書第123号（平成16年改訂）「株式報酬」（以下、「基準書第123号（改

訂）」）を適用した。基準書第123号（改訂）は株式報酬により発生する費用については、財務諸表に計上することを要求し

ている。また基準書第123号（改訂）は、株式報酬を会計処理するための測定方法としての公正価値を規定し、また、従業員



持株会によって保有されている株式を除き、株式報酬の会計処理において公正価値に基づいた測定方法を採用することを

全ての企業に対して要求している。基準書第123号（改訂）適用による当中間連結会計期間における影響は、重要ではなかっ

た。 

  

(17）利益処分 

 利益処分は、翌事業年度において確定する当期に係る利益処分を、当期に繰上げて認識する方法（繰上方式）を採用して

いる。 

  

(18）１株当たり中間（当期）純利益 

 基本的１株当たり中間（当期）純利益は、中間（当期）純利益を普通株式（除く自己株式）の期中加重平均株式数で除し

て算出している。希薄化後１株当たり中間（当期）純利益は転換社債及びストックオプションの希薄化効果を考慮して算出

している。基本的及び希薄化後１株当たり中間（当期）純利益の計算は、注記16に示すとおりである。 

  

(19）収益の認識 

 収益の認識は、主として製品などの引渡し、あるいは役務の提供が実行され、販売価格が確定しているか、または確定可

能で、回収可能性が合理的に確実になった時点において行っている。 

 米国発生問題専門委員会基準書01－09号「売主によって顧客又は売主の製品の再販者に与えられる対価の会計」に従い、

当社は買手（主として大型量販店）に対する拡売費を売上高の控除として計上している。 

 直接金融型リースの収益はリース期間にわたって計上され、未実現リース収益の償却は利息法によっている。 

  

(20) 新しい会計基準 

①米国財務会計基準基準審議会基準書第155号「特定の複合型金融商品の会計処理」、基準書第133号および第140号の修正

平成18年2月、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会基準書第155号「特定の複合型金融商品の会計処

理」、基準書第133号および第140号の修正を公表した。当基準書は、複合型金融商品が、基準書第133号の下で、分離され

別々に会計処理することを要求される組み込みデリバティブを含んでいる場合、（損益に認識される公正価値の変化と併せ

て）複合型金融商品の再測定を認めている。複合型金融商品を公正価値で測定する選択は商品ごとになされ、変更できな

い。当基準書は、平成18年9月15日より後に開始される連結会計年度に取得獲得される、発行される又は再測定される、すべ

ての金融商品に対して適用される。基準書第155号の適用は、当社の経営成績及び財政状態に重要な影響を与えるものではな

いと思われる。 

 



 ②米国財務会計基準審議会基準書第156号「金融資産のサービス業務に関する会計」-基準書第140号の修正 

平成18年３月、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会基準書第156号「金融資産のサービス業務に関する会

計」-基準書第140号の修正を公表した。当基準書は、サービス資産とサービス負債を別々に認識することに関する、基準書

第140号「金融資産の譲渡及びサービス業務ならびに負債の消滅に関する会計処理」を修正するものである。当基準書は、平

成18年9月15日より後に開始される連結会計年度より適用され、有効となる。当社は現在、当新基準適用による影響を評価測

定中である。 

③米国財務家計基準審議会基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計処理」 

 平成18年９月に、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会基準書第87号、第88号、第106号及び第132号（改

訂版）を修正する米国財務会計基準審議会基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会

計処理」を発行した。基準書第158号は、期末の退職積立状況に関する貸借対照表での認識及びその測定日等について規定し

ている。同基準書は、平成18年12月15日より後に終了する連結会計年度末（年度資産等の測定日については、平成20年12月

15日より後に終了する連結会計年度）から適用される。 

 同基準の適用による当社及び連結子会社の財政状態に対する影響額は現時点では確定していない。 

  

(21) 組替再表示 

前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表を、当中間連結会計期間の中間連結財務諸表

の表示方法に合わせて組替再表示している。 

  

４．非継続事業  

   経営資源をコア事業に集中し経営効率を改善するため、当社は連結子会社であった三洋電機クレジット株式会社の当社保有株

式の一部を有限会社リブレット及び有限会社マーズエクイティ（いずれも、ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インクの

間接100％子会社）に譲渡することで合意し、平成17年12月27日に譲渡を完了した。この結果、当社の三洋電機クレジット株式会

社に対する出資比率は、52.36％から19.13％に減少したため、当社は同社を連結の範囲から外した。 

   三洋電機クレジット株式会社は当社金融事業の中核会社として、事務用機器、産業用機器、情報通信機器、家庭電化製品等の

リース・割賦販売を始め、融資事業、その他金融サービス事業等広範囲にわたって事業を展開していた。 

   当社は、米国財務会計基準審議会基準書第144号に従い、三洋電機クレジット株式会社の営業成績を連結損益計算書上、非継続

事業として独立表示している。 

   前連結会計年度に組替表示された前中間連結会計期間及び前連結会計年度の非継続事業の主要な財務情報は以下のとおりであ

る。 

  

 

  前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

売上高及びその他営業収益 36,507 54,862 

売上原価及び販売費及び一般管理費 34,657 48,219 

非継続事業税金等調整前損失 △3,982 △1,882 

法人税等 2,183 3,449 

非継続事業中間（当期）純損失 △6,165 △5,331 



５. 金銭信託 

 平成18年9月30日現在、金銭信託の残高は192,000百万円である。これは、平成18年3月14日に実施した第三者割当増資300,000

百万円から、半導体子会社の資本増強のため前連結会計年度までに支出した35,200百万円および当中間連結会計期間の構造改革

による三洋半導体株式会社の分社化、設備投資・研究開発により支出した72,800百万円を控除したものである。この信託資金の

使途は、中期経営計画に基づき、構造改革の一段の加速・推進並びに、今後のコア事業を中心とした成長戦略に必要な設備投資

及び研究開発投資等に限定されている。 

  

６．棚卸資産 

 平成17年９月30日、平成18年９月30日及び平成18年３月31日現在の棚卸資産の内訳は次のとおりである。 

  

７．負債証券及び持分証券 

 平成17年９月30日、平成18年９月30日及び平成18年３月31日現在、「有価証券」及び「投資有価証券及びその他の投資」に含

まれる負債証券及び持分証券は、次のとおりである。 

  

 

区分 
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

製品（百万円） 195,048 213,050 180,616 

仕掛品（百万円） 82,648 54,107 39,984 

原材料（百万円） 108,416 107,892 97,294 

合計（百万円） 386,112 375,049 317,894 

区分 

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

原価（百万円） 公正価値（百万円）
未実現評価利益
（百万円） 

未実現評価損失 
（百万円） 

売却可能有価証券  

負債証券 10,799 10,934 213 78 

持分証券 63,488 94,169 33,058 2,377 

売却可能有価証券計 74,287 105,103 33,271 2,455 

満期保有目的有価証券  

負債証券 27,403 27,241 6 168 

満期保有目的有価証券計 27,403 27,241 6 168 

合計 101,690 132,344 33,277 2,623 



  

  

 平成17年９月30日、平成18年９月30日及び平成18年３月31日現在における原価法によって評価される市場性のない投資有価証券の

投資額は、それぞれ13,288百万円、14,636百万円及び12,912百万円である。それら投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象

や状況の変化は見られなかった。 

  

 

区分 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

原価（百万円） 公正価値（百万円）
未実現評価利益
（百万円） 

未実現評価損失 
（百万円） 

売却可能有価証券  

負債証券 5,335 5,500 165 － 

持分証券 43,182 59,524 18,271 1,929 

売却可能有価証券計 48,517 65,024 18,436 1,929 

満期保有目的有価証券  

負債証券 4,825 4,501 0 324 

満期保有目的有価証券計 4,825 4,501 0 324 

合計 53,342 69,525 18,436 2,253 

区分 

前連結会計期間末
（平成18年３月31日） 

原価（百万円） 公正価値（百万円）
未実現評価利益
（百万円） 

未実現評価損失 
（百万円） 

売却可能有価証券  

負債証券 6,225 6,421 237 41 

持分証券 45,988 67,537 22,941 1,392 

売却可能有価証券計 52,213 73,958 23,178 1,433 

満期保有目的有価証券  

負債証券 5,132 4,868 0 264 

満期保有目的有価証券計 5,132 4,868 0 264 

合計 57,345 78,826 23,178 1,697 



８．売却予定資産 

 当中間連結会計期間において、以下の売却予定資産が有形固定資産に含まれている。 

  

 遊休化している足利地区事業所（全社部門）については、工場閉鎖後社内で有効活用すべく検討を重ねてきたが、具体的な活用の

方針を見出すに至らず他社へ売却し、資金化を図ることが予定されている。 

 北条地区事業所（全社部門）については一部工場の閉鎖決定に伴い、他社へ売却することが決定されている。 

 海外子会社事業所（コンポーネント部門）については、構造改革事業であるフォトニクス事業において生産拠点縮小のため、他社

へ売却することが予定されている。 

 また、寮・社宅その他（全社部門）についても、中期経営計画に従って選択と集中による構造改革を推進するため、さらなる資産

の圧縮をはかり、当期及び来期中に順次売却予定である。 

  

 

事業所名 所在地 帳簿価額（百万円） 摘要 

足利地区事業所 栃木県 足利市 1,488 土地、建物等 

北条地区事業所 兵庫県 加西市 549 土地、建物等 

海外子会社事業所 フィリピン キャビテ州 176 土地、建物等 

寮・社宅その他 群馬県 邑楽郡他 1,533 土地、建物等 



９．リース 

 当社及び連結子会社は、機械装置及び備品の一部をキャピタル・リース及びオペレーティング・リースとして賃借している。 

  

 平成18年９月30日現在の解約不能なオペレーティング・リースによるリース料支払予定額は下記のとおりである。 

  

  

  次へ 

    オペレーティング・リース 

  支払予定額  

  １年以内（百万円） 2,993 

   １年超２年以内（百万円） 1,826 

   ２年超３年以内（百万円） 919 

   ３年超４年以内（百万円） 529 

   ４年超５年以内（百万円） 335 

   ５年超以降（百万円） 0 

  最低リース料支払予定額総額（百万円） 6,602 



10．営業権及びその他の無形資産 

 平成17年９月30日、平成18年９月30日及び平成18年３月31日現在におけるその他の資産に含まれる営業権及びその他の無形資

産の金額は次のとおりである。 

  

11．担保資産 

 平成17年９月30日、平成18年９月30日及び平成18年３月31日現在、連結子会社の借入金のうち、それぞれ843百万円、1,082百

万円及び1,707百万円については、当該会社の有形固定資産が担保に供されており、その簿価は、それぞれ1,430百万円、1,666百

万円及び2,753百万円である。 

  

12．財務制限条項 

 シンジケートローン契約（平成18年９月30日現在、借入残高 100,000百万円）において当社は、株式会社格付投資情報セン

ター及び株式会社日本格付研究所の長期債務格付の内、いずれか高い方を、BBBマイナス以上に維持することを確約している。こ

の確約が維持できない場合は、多数貸付人の請求に基づき、当社は本契約上の債務について期限の利益を失う。 

  

 コミットメントライン契約（平成18年９月30日現在、借入実行残高 －百万円、借入未実行残高 100,000百万円）において当

社は、株式会社格付投資情報センター及び株式会社日本格付研究所の長期債務格付の内、いずれか高い方を、BBBマイナス以上に

維持することを確約している。この確約が維持できない場合は、多数貸付人の請求に基づき、当社は本契約上の債務について期

限の利益を失い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅する。 

  

 

項目 
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

営業権（百万円） 2,641 2,641 2,641 

無形固定資産（百万円） 30,211 25,286 26,875 



13．契約債務及び偶発債務 

 賃借料は、主に事務所、倉庫等についての解約可能な賃借契約より生ずるものであり、その契約は慣例上更新される。賃借料

の総額は重要ではない。（注記９参照） 

 平成17年９月30日、平成18年９月30日及び平成18年３月31日現在、有形固定資産購入に関する拘束約定の金額はそれぞれ1,479

百万円、6,001百万円及び5,062百万円である。 

 また、コンポーネント部門において、特定の原材料を平成30年までの期間にわたり購入する契約が結ばれている。これらの契

約による平成18年９月30日現在の購入契約残高は、19,599百万円である。 

 平成17年９月30日、平成18年９月30日及び平成18年３月31日現在、通常の営業取引により生じた手形割引高及び借入債務保証

に関する偶発債務の合計額は、それぞれ146,464百万円、21,435百万円及び27,265百万円である。当社は上記の手形割引及び借入

債務保証について損失発生の見込みはないと考えている。 

  

 当社及び連結子会社は、数件の訴訟を受けている。しかし、当社は、これらの訴訟が当社の中間連結財務諸表に重要な影響を

及ぼすことはないと考えている。 

  

14．デリバティブ 

リスク管理方針 

 当社および連結子会社は世界のさまざまな場所において電子機器の生産、販売および金融サービスを行っている。当社および

連結子会社の事業活動は外国為替や金利の変動に関するリスクにさらされている。デリバティブは、社内で承認されたリスクマ

ネジメント規定に基づいて保有されており、当社および連結子会社は、ある特定のデリバティブを、予定取引も含めた外国為替

および金利の変動リスクを管理するために利用している。なお、当社はデリバティブをトレーディング目的には保有していな

い。 

  

外国為替リスク管理 

 当社および一部の連結子会社は、外国為替のリスクマネジネント方針を策定し、当該方針に基づいて外国為替の変動リスクを

低減させ、極小化するためにデリバティブを利用している。主な先物為替予約および通貨スワップについては、ヘッジ会計を適

用しておらず、当該契約の公正価値の変動から生じる損益と外貨建資産・負債から生じる換算差損益は中間連結損益計算書の為

替差損益に計上されている。 

  

金利リスク管理 

 当社および一部の連結子会社は、金利のリスクマネジネント方針を策定し、当該方針に基づいて金利の変動リスクを減少させ

るためにデリバティブを利用している。その具体的な目的は、借入債務の条件を調整することにより金利の変動に対処するこ

と、もしくは借入利息を低減させることにある。 

  

公正価値ヘッジ 

 当社および一部の連結子会社は固定金利借入債務を変動金利債務に変換するためにスワップ契約を締結している。調達コスト

は結果として変動金利借入金を直接調達したときよりも低くなる。金利スワップ契約の下では、想定元本に基づいて計算された

変動金利と固定金利の差額を交換する。 

 公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価値およびそのヘッジ対象物の公正価値は貸借対照表に計上され、それ

ぞれの公正価値の変動は通常支払利息と相殺される。当中間連結会計期間で公正価値ヘッジとして判定されなくなった取引はな

い。当中間連結会計期間において支払利息と相殺されたヘッジの非有効性部分に重要性はない。 

  

キャッシュ・フローヘッジ 

 当社および一部の連結子会社は変動金利借入債務の金利変動をヘッジするために変動金利受取、固定金利支払のスワップ契約

を締結している。 

 これらのキャッシュ・フローヘッジにあたるデリバティブの公正価値は中間連結貸借対照表に計上されている。その他の包括

利益に計上されたヘッジの有効部分の公正価値の変動は、ヘッジ対象物の損益の実現によりその他の包括利益から支払利息へ組

替えられている。当中間連結会計期間においてヘッジが有効と判定されなくなった取引はない。当中間連結会計期間において支

払利息に計上されたヘッジの非有効性部分に重要性はない。 

 



15．優先株式 

  

当社は、平成18年1月25日、構造改革の一段の加速・推進並びに今後のコア事業を中心とした成長戦略に必要な設備投資等を行うた

めに、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社、ゴールドマン・サックス・グループ及び株式会社三井

住友銀行と株式引受契約を締結した。 

平成18年2月24日開催の臨時株主総会において第1回A種優先株式182,600,000株及び第1回B種優先株式246,100,000株の発行が承認さ

れ、平成18年3月14日に第1回A種優先株式及び第1回B種優先株式を182,542,200株及び246,029,300株、発行価格それぞれ1株700円、合

計127,780百万円及び172,220百万円で発行した。 

発行した優先株式の概要は以下のとおりである。 

  

〈第１回Ａ種優先株式〉 

①第１回Ａ種優先株式１株(発行価額700円)は、平成19年３月14日以降平成38年３月13日までの間、当社普通株式10株(転換比率１：

10)に転換する旨の転換予約権を有している。したがって、第１回Ａ種優先株式１株は、普通株式10株に転換されることになる。 

②第１回Ａ種優先株式の配当金または中間配当金は、普通株主及び他の種類株主と同順位で、普通株式１株当たりの配当金または中

間配当金に、その時点の上記①の転換比率を乗じた額となっている。 

③第１回Ａ種優先株式の残余財産は、第１回Ａ種優先株式１株につき700円を、普通株主に優先する。 

④第１回Ａ種優先株式は、株主総会において議決権を有する。 

⑤第１回Ａ種優先株式の１単元の株式数(100株)は、普通株式の１単元の株式数(1,000株)の10分の１となっている。 

  

〈第１回Ｂ種優先株式〉 

①第１回Ｂ種優先株式１株(発行価額700円)は、払込期日の翌日以降平成38年３月13日までの間、当社普通株式10株(転換比率１：10)

に転換する旨の転換予約権が付されている。したがって、第１回Ｂ種優先株式１株は、普通株式10株に転換されることになる。 

②第１回Ｂ種優先株式の配当金または中間配当金は、普通株主及び他の種類株主と同順位で、普通株式１株当たりの配当金または中

間配当金に、その時点の上記①の転換比率を乗じた額となっている。 

③第１回Ｂ種優先株式の残余財産は、第１回Ｂ種優先株式１株につき700円を、普通株主に優先する。 

④第１回Ｂ種優先株式は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

⑤第１回Ｂ種優先株式の１単元の株式数(100株)は、普通株式の１単元の株式数(1,000株)の10分の１となっている。 

  

なお、米国財務会計基準審議会基準書第150号「負債および資本の両者の特徴をもつ金融商品の会計処理」に基づいて検討を行った

結果、当該優先株式には強制償還条項はなく、株式買戻し及びその債務の自社資産による精算が要求される自社の発行済株式以外の

金融商品ではなく、また、普通株式への転換に際して発行数量が変動する条件もないため、資本に区分している。 

  

さらに、米国発生問題専門委員会基準書98-05号「有益転換権もしくは偶発的調整可能転換率のある転換証券の会計処理」及び00-

27号「特定の転換可能手段に対する米国発生問題専門委員会基準書98-05号の適用」に基づき、本源的価値法により算出した優先株式

の有益転換権を優先株式金額の控除項目として計上し、それぞれの優先株式発行日から転換可能開始時までの期間にわたり償却して

いる。 

  

 



16．１株当たり中間（当期）純利益 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における１株当たり中間（当期）純利益は次のとおりである。 

  

 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

基本的１株当たり中間（当期）純利益
の計算 

（百万円） （百万円） （百万円） 

利益（分子） 

継続事業中間（当期）純損失 △136,360 △3,618 △200,330 

 普通株主に帰属しない金額 - △2,526 △20,494 

 有益転換権償却 - △63,625 △176,948 

調整後継続事業中間（当期）純損
失 

△136,360 △64,717 △356,784 

  

非継続事業中間（当期）純損失 △6,165 - △5,331 

 普通株主に帰属しない金額 - - △546 

調整後非継続事業中間（当期）純
損失 

△6,165 - △4,785 

  

中間（当期）純損失 △142,525 △3,618 △205,661 

 普通株主に帰属しない金額 - △2,526 △21,040 

 有益転換権償却 - △63,625 △176,948 

調整後中間（当期）純損失 △142,525 △64,717 △361,569 

  

株式数（千株）（分母） 

加重平均株式数 1,854,668 1,854,400 1,854,591 

基本的１株当たり中間（当期）純損
失（円） 
継続事業中間（当期）純損失 
非継続事業中間（当期）純損失 
中間（当期）純損失 

△73.52 
△3.33 
△76.85 

△34.90 
- 

△34.90 

  
△192.38 
△2.58 
△194.96 



  

 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

希薄化後１株当たり中間（当期）純利
益の計算 

（百万円） （百万円） （百万円） 

利益（分子） 

継続事業中間（当期）純損失 △136,360 △3,618 △200,330 

 普通株主に帰属しない金額 - △2,526 △20,494 

 有益転換権償却 - △63,625 △176,948 

調整後継続事業中間（当期）純損
失 

△136,360 △64,717 △356,784 

  

非継続事業中間（当期）純損失 △6,165 - △5,331 

 普通株主に帰属しない金額 - - △546 

調整後非継続事業中間（当期）純
損失 

△6,165 - △4,785 

  

中間（当期）純損失 △142,525 △3,618 △205,661 

 普通株主に帰属しない金額 - △2,526 △21,040 

 有益転換権償却 - △63,625 △176,948 

調整後中間（当期）純損失 △142,525 △64,717 △361,569 

  

株式数（千株）（分母） 

加重平均株式数 1,854,668 1,854,400 1,854,591 

希薄化後１株当たり中間（当期）純
損失（円） 
継続事業中間（当期）純損失 
非継続事業中間（当期）純損失 
中間（当期）純損失 

△73.52 
△3.33 
△76.85 

△34.90 
- 

△34.90 

  
△192.38 
△2.58 
△194.96 



17．連結損益計算書の補足情報 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における連結損益計算書の補足情報は次のとおりである。 

収益及び、売上原価及び費用のその他の内訳 

  

（A）賃貸料 

賃貸料は、第三者に対する、主にオフィススペース使用料に関するものである。 

（B）固定資産売却益 

 当中間連結会計期間における固定資産売却益は、主に工場土地を売却したことにより計上したものである。 

（C）構造改革費用 

当グループでは平成17年7月よりスタートした新ビジョン「Think GAIA」に基づく「SANYO EVOLUTION PROJECT」に基づ

き、本格的な事業の選択と集中に着手し、抜本的な構造改革を推進している。 

構造改革ではすべての事業ポートフォリオを見直し、コア事業、構造改革事業の2つに区分けし、対処している。 

当中間連結会計期間では、構造改革の完遂に向け、半導体事業、ＡＶ事業、フォトニクス事業を中心に構造改革費用4,142百

万円を計上しており、その内訳は、以下のとおりである。 

半導体事業         1,060百万円 

ＡＶ事業(テレビ等)      818百万円 

フォトニクス事業       527百万円 

退職加算金         1,737百万円 

計             4,142百万円 

半導体事業 

半導体事業においては昨年度発表した中期経営計画において構造改革事業として位置づけ、平成18年3月期決算にて42,438百

万円の構造改革費用を計上した。当中間期には、さらなる構造改革を完遂するため、1,060百万円の構造改革費用を計上してお

り、主な内訳は、固定資産除売却損564百万円、固定資産減損272百万円である。 

ＡＶ事業(テレビ等) 

ＡＶ事業においては、ＴＶ事業を中心に事業構造改革を推進しており、海外子会社（三洋スペイン株式会社）にて工場閉鎖

に伴う人員削減等を実施した。結果として、818百万円の構造改革費用を計上しており、主な内訳は退職加算金633百万円であ

る。 

フォトニクス事業 

フォトニクス事業においては、赤字が継続していることから構造改革事業と位置づけ、527百万円の構造改革費用を計上して

いる。内訳は、固定資産減損389百万円、退職加算金138百万円である。 

 退職加算金 

退職加算金は主に、労働条件変更に伴う補償を転籍者に対し一時金として支払うという、全社の構造改革プランに係わるも

のである。主な内訳は、コンポーネント部門で810百万円、本社部門で658百万円である。 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

収益・その他の内訳 

為替差益（百万円） - 100 563 

有価証券及び投資有価証券売却益 
（百万円） 

12,812 3,803 39,768 

 賃貸料（百万円）（A） 2,133 1,454 4,062 

 持分法による投資損益（百万円） △1,869 △4,100 △12,475 

 固定資産売却益（百万円）（B） - 11,952 10,209 

 その他（百万円） 9,954 9,077 17,543 

合計（百万円） 23,030 22,286 59,670 

売上原価及び費用・その他の内訳 

 構造改革費用（百万円）（C） - 4,142 84,947 

 為替差損（百万円） 2,978 - - 

 投資有価証券評価損（百万円） 6,976 1,000 4,048 

 固定資産処分損（百万円） 2,266 - - 

 固定資産の減損（百万円）（D） 52,334 3,253 71,345 

 退職加算金等（百万円）（E） 16,535 - 1,477 

 その他（百万円） 23,499 16,300 35,153 

合計（百万円） 104,588 24,695 196,970 



（D）固定資産の減損 

 当中間連結会計期間において、3,253百万円の固定資産の減損を計上している。 

 これは、固定資産の将来の収益性の見直しを行った結果、一部事業用資産において投資額の回収が見込めなくなったため、

当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額したものである。 

この減損は資産の帳簿価額と将来見積キャッシュ・フローの現在価値との差額として計算される。 

  

当中間期連結会計期間の3,253百万円は事業用資産に関するものであり、内訳は次のとおりである。 

 コンシューマ部門については、主として電化機器において将来の収益性を見直したことにより、減損を認識したものであ

る。 

 コンポーネント部門については、主として電子デバイスにおいて当期に新規追加取得した資産に対し、将来の収益性を見直

したことにより、減損を認識したものである。 

 その他の部門については、主として当社所有の賃貸用資産の収益性の見直しを行ったことにより、減損を認識したものであ

る。 

なお、その他に構造改革費用として661百万円の固定資産減損を計上している。 

（E）退職加算金等 

 前中間連結会計期間における退職加算金は全社の構造改革プランに係わるものである。 

前連結会計年度における退職加算金は主に、海外子会社に係わるものである。 

  

  

  

  コンシューマ部門（百万円） 1,671   

  コンポーネント部門（百万円） 195   

  その他の部門（百万円） 1,387   

  合計（百万円） 3,253   



18．セグメント情報 

 前中間連結会計期間より、当社は連結損益計算書の表示形式をマルチステップ方式（営業利益など段階利益を表示する方式）

からシングルステップ方式（総収益から売上原価及び費用を控除し、段階利益を表示しない方式）に変更している。これに伴

い、前中間連結会計期間よりセグメント情報における営業利益（損失）は、日本の会計慣行に従い、売上高及びその他の営業収

益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出している。米国で一般に公正妥当と認められた会計原則では、（中間）

連結損益計算書において、特定の費用（例えば再構築及び減損費用、異常な製品保証費等）は営業利益（損失）に含まれる。 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

  

  

  

 

項目 

前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

コンシュー
マ部門 
（百万円） 

コマーシャ
ル部門 
（百万円） 

コンポーネ
ント部門 
（百万円） 

その他部門
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及びその他の営業収益    

(1）外部顧客に対する 
売上高及びその他の営業
収益 

562,824 117,659 449,302 85,057 1,214,842 － 1,214,842

(2）セグメント間の内部売上
高及びその他の営業収益
又は振替高 

3,818 2,365 17,371 3,894 27,448 △27,448 －

計 566,642 120,024 466,673 88,951 1,242,290 △27,448 1,214,842

営業費用 578,696 118,030 472,841 86,367 1,255,934 △12,723 1,243,211

営業利益（△損失） △12,054 1,994 △6,168 2,584 △13,644 △14,725 △28,369

項目 

当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

コンシュー
マ部門 
（百万円） 

コマーシャ
ル部門 
（百万円） 

コンポーネ
ント部門 
（百万円） 

その他部門
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及びその他の営業収益    

(1）外部顧客に対する 
売上高及びその他の営業
収益 

498,974 131,676 439,667 71,144 1,141,461 － 1,141,461

(2）セグメント間の内部売上
高及びその他の営業収益
又は振替高 

2,804 607 16,262 2,394 22,067 △22,067 －

計 501,778 132,283 455,929 73,538 1,163,528 △22,067 1,141,461

営業費用 505,692 125,090 427,136 72,136 1,130,054 △4,434 1,125,620

営業利益（△損失） △3,914 7,193 28,793 1,402 33,474 △17,633 15,841

項目 

前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

コンシュー
マ部門 
（百万円） 

コマーシャ
ル部門 
（百万円） 

コンポーネ
ント部門 
（百万円） 

その他部門
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及びその他の営業収益    

(1）外部顧客に対する 
売上高及びその他の営業
収益 

1,146,521 232,985 912,409 192,390 2,484,305 － 2,484,305

(2）セグメント間の内部売上
高及びその他の営業収益
又は振替高 

7,874 3,287 36,039 6,547 53,747 △53,747 －

計 1,154,395 236,272 948,448 198,937 2,538,052 △53,747 2,484,305

営業費用 1,164,284 228,801 936,816 192,282 2,522,183 △20,724 2,501,459

営業利益（△損失） △9,889 7,471 11,632 6,655 15,869 △33,023 △17,154



（注)１．事業区分の方法 

製品の種類・性質、販売市場等の類似性に基づき、「コンシューマ部門」「コマーシャル部門」「コンポーネント部門」

「その他部門」に区分している。 

２．各事業区分に属する主な製品 

コンシューマ部門 ：テレビ・ビデオテープレコーダー・ＤＶＤプレーヤー・液晶プロジェクター等の映像機器、オーディ

オ機器、デジタルカメラ・電話機等の情報通信機器、冷蔵庫・エアコン・洗濯機・電子レンジ等の家

庭用機器 

コマーシャル部門 ：ショーケース・大型エアコン・吸収式冷凍機等の業務用機器 

コンポーネント部門：半導体、電子部品、一次電池、二次電池、太陽電池等 

その他部門    ：物流、保守等 

  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間14,591百万円、当中間連結会

計期間17,240百万円及び前連結会計年度33,290百万円であり、主なものは、基礎的研究及び親会社の本社管理部門に係わる

費用である。 

  

４．前連結会計年度に非継続となった事業に関し、前中間連結会計期間の連結財務情報を一部組替再表示している。 

  

  



【所在地別セグメント情報】 

  

  
 

項目 

前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

日本
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

北米
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及びその他の営業収益    

(1）外部顧客に対する 
売上高及びその他の営業収
益 

708,419 246,821 180,073 79,529 1,214,842 － 1,214,842

(2）セグメント間の内部売上高
及びその他の営業収益又は
振替高 

342,359 278,993 1,957 725 624,034 △624,034 －

計 1,050,778 525,814 182,030 80,254 1,838,876 △624,034 1,214,842

営業費用 1,067,256 527,070 179,257 81,341 1,854,924 △611,713 1,243,211

営業利益（△損失） △16,478 △1,256 2,773 △1,087 △16,048 △12,321 △28,369

項目 

当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

日本
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

北米
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及びその他の営業収益    

(1）外部顧客に対する 
売上高及びその他の営業収
益 

620,282 262,567 179,145 79,467 1,141,461 － 1,141,461

(2）セグメント間の内部売上高
及びその他の営業収益又は
振替高 

349,538 278,233 4,602 1,867 634,240 △634,240 －

計 969,820 540,800 183,747 81,334 1,775,701 △634,240 1,141,461

営業費用 950,308 534,770 175,942 81,526 1,742,546 △616,926 1,125,620

営業利益（△損失） 19,512 6,030 7,805 △192 33,155 △17,314 15,841



 （注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……韓国、中国（香港含む）、台湾、タイ、マレーシア、シンガポール、インドネシア、ベトナム、フィ

リピン 

(2）北 米……米国、カナダ 

(3）その他……イギリス、ドイツ、イタリア、オーストラリア、ハンガリー、アラブ首長国連邦 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間14,591百万円、当中間連

結会計期間17,240百万円及び前連結会計年度33,290百万円であり、主なものは、基礎的研究及び親会社の本社管理部門

に係わる費用である。 

４．前連結会計年度に非継続となった事業に関し、前中間連結会計期間の連結財務情報を一部組替再表示している。 

  

 

項目 

前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

日本
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

北米
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及びその他の営業収益    

(1）外部顧客に対する 
売上高及びその他の営業収
益 

1,459,417 503,398 352,332 169,158 2,484,305 － 2,484,305

(2）セグメント間の内部売上高
及びその他の営業収益又は
振替高 

695,644 565,518 3,984 1,690 1,266,836 △1,266,836 －

計 2,155,061 1,068,916 356,316 170,848 3,751,141 △1,266,836 2,484,305

営業費用 2,143,475 1,067,372 348,977 175,623 3,735,447 △1,233,988 2,501,459

営業利益（△損失） 11,586 1,544 7,339 △4,775 15,694 △32,848 △17,154



【海外売上高】 

  

  

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……韓国、中国（香港含む）、台湾、タイ、マレーシア、シンガポール、インドネシア、ベトナム 

(2）北 米……米国、カナダ 

(3）その他……イギリス、ドイツ、イタリア、オーストラリア、ニュージーランド、アラブ首長国連邦 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４．前連結会計年度に非継続となった事業に関し、前中間連結会計期間の連結財務情報を一部組替再表示している。 

 

項目 
前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

アジア 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高及びその他の営業収益
（百万円） 

299,413 184,994 122,258 606,665 

Ⅱ 連結売上高及びその他の営業収益
（百万円） 

  1,214,842 

Ⅲ 海外売上高及びその他の営業収益の
割合(％) 

24.6 15.2 10.1 49.9 

項目 
当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

アジア 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高及びその他の営業収益
（百万円） 

313,931 183,125 119,755 616,811 

Ⅱ 連結売上高及びその他の営業収益
（百万円） 

  1,141,461 

Ⅲ 海外売上高及びその他の営業収益の
割合(％) 

27.5 16.0 10.5 54.0 

項目 
前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

アジア 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高及びその他の営業収益
（百万円） 

621,273 364,225 253,488 1,238,986 

Ⅱ 連結売上高及びその他の営業収益
（百万円） 

  2,484,305 

Ⅲ 海外売上高及びその他の営業収益の
割合(％) 

25.0 14.7 10.2 49.9 



19．重要な後発事象 
  

１. 転進支援制度に係る経過措置について 

平成18年11月24日、当社および一部の連結子会社は、従来、転進支援制度として、転宅を伴う異動を命じられる等の一定の

条件を満たす従業員が退職する場合に規定の退職金に加え退職時の年齢等に応じた転進支援金を支給しているが、構造改革の

進捗に合わせて転進支援金を廃止する予定であるため、下記の優遇経過措置を実施し、退職者を募集することを決定した。 

  

転進支援制度に係る経過措置の概要 

1）対象者 ：勤続10年以上かつ満50歳以上の一般従業員 

2）募集期間：平成18年12月4日から平成18年12月18日まで 

3）退職日 ：平成19年１月20日 

4）優遇措置：上記募集期間中に退職を申し出た場合、転宅を伴う異動等の条件に関わらず、規定の退職金に加え転進支援金を

支給する。 

5）再就職支援：希望者に対し外部の就職支援会社による再就職支援を行う。 

  

 当該経過措置に対し、967名が応募した。なお、これに伴う転進支援金約11,000百万円を当連結会計年度に計上する予定であ

る。 

  

２. 当社連結子会社製電池パック「D06」の取替・回収について 

平成18年12月７日、NTT ドコモグループおよび三菱電機株式会社は、当社の連結子会社である三洋ジーエスソフトエナジー

株式会社製リチウムイオン電池を搭載している携帯電話「FOMA D902i」（三菱電機製）に関し、電池パック「D06」の一部取

替・回収することを発表した。 

NTT ドコモグループと三菱電機による一部取替・回収は、D902i 用の電池パック「D06」のうち平成18 年５月製造以前のも

のにおいて、ごく稀に、一定の条件下で、充電中もしくは充電直後に異常発熱し破裂する恐れがあることに対応するものであ

る（取替対象個数：約130万個）。発生原因は、製造工程上の問題により電池内部の電極板が変形する場合があり、電池内部に

おいて電極板と絶縁シートが接触することで、絶縁シートが損傷する場合があるという不具合である。絶縁シートが損傷した

不良電池パックは、外部からの衝撃に対して、電池内部で短絡が発生しやすくなっており、短絡によって異常発熱し、場合に

よっては破裂が発生するおそれがあるものである。 

三洋ジーエスソフトエナジー株式会社は、当該問題を改善する対策をとるとともに、NTT ドコモグループ、三菱電機と連携

をとり対応している。 

 三洋ジーエスソフトエナジー株式会社は、平成９年４月に設立され、平成15年に当社資本参加により連結子会社となった

（当社出資比率51.0％）。その事業内容は、ポータブル機器用小型二次電池の開発、製造および販売である。 

 なお、本件に関わる回収費用については現在算定中のため、当社連結業績に与える影響は未確定である。 

  

３. 三洋エプソンイメージングデバイス株式会社の当社保有株式の譲渡 

平成18年12月13日開催の取締役会において、平成16年10月にセイコーエプソン株式会社と共同出資により設立した三洋エプ

ソンイメージングデバイス株式会社（以下SEID社）の当社保有株式全数をセイコーエプソン社に譲渡し、合弁解消を行うこと

を決議した。 

 SEID社は、液晶ディスプレイ事業を行っており、持分法を適用している。当社はSEID社より液晶ディスプレイを仕入れてい

る。 

 SEID社設立以降、技術・ノウハウなどの融合を順次進めながら事業を展開してきたが、中・小型液晶ディスプレイ事業を取

り巻く競争の激化により、予想を上回る大幅な価格下落などが続く中、当初見込んだ事業計画の達成に遅れが生じている状況

にあったため、当社保有株式全数をセイコーエプソン社に譲渡し、合弁解消を行うことを決議したものである。 

 株式譲渡の概要は次のとおりである。 

譲渡株数  148,320株（当社保有株式全数、当社出資比率45.0％） 

譲渡予定日 平成18年12月28日 

 なお、当該株式の譲渡損益については現在算定中であるが、重要性はない見込である。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   83,912  109,224 73,130  

２ 金銭信託   －  192,000 264,800  

３ 受取手形 (※１) 13,807  19,732 13,569  

４ 売掛金   209,838  208,012 269,264  

５ 棚卸資産   104,758  74,883 95,925  

６ その他   62,190  98,488 93,341  

 貸倒引当金   △1,022  △7,711 △18,008  

流動資産合計    473,484 41.8 694,631 55.4  792,023 60.0

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 (※２)     

１ 建物   96,323  76,597 81,239  

２ 機械及び装置   76,515  69,082 69,562  

３ 土地   60,097  39,841 43,567  

４ その他   32,200  27,952 28,099  

有形固定資産合計   265,136  213,474 222,469  

(2）無形固定資産   16,368  10,822 12,202  

(3）投資その他の資産       

１ 投資有価証券   354,531  316,106 271,637  

２ 長期貸付金   2,042  2,445 3,151  

３ その他   21,518  16,220 19,540  

 貸倒引当金   △9  △9 △11  

投資その他の資産
合計 

  378,082  334,763 294,317  

固定資産合計    659,588 58.2 559,060 44.6  528,989 40.0

資産合計    1,133,072 100.0 1,253,691 100.0  1,321,013 100.0

        



  
 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 (※１) 48  218 28  

２ 買掛金   286,585  254,889 293,547  

３ 短期借入金   20  9,201 9,210  

４ 一年内償還社債   －  80,000 －  

５ 未払金   92,116  81,537 86,632  

６ 未払法人税等   450  450 597  

７ 製品保証引当金   1,215  1,182 1,310  

８ その他   39,929  45,896 45,942  

流動負債合計    420,365 37.1 473,376 37.7  437,269 33.1

Ⅱ 固定負債       

１ 社債   240,000  160,000 240,000  

２ 長期借入金 (※５) 100,001  100,350 100,351  

３ 退職給付引当金   93,640  89,848 91,152  

４ 関係会社損失引当
金 

  35,002  25,694 26,995  

５ その他   17,190  8,749 11,886  

固定負債合計    485,834 42.9 384,643 30.7  470,385 35.6

負債合計    906,200 80.0 858,020 68.4  907,655 68.7

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    172,242 15.2 － －  322,242 24.4

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   234,743  － 384,771  

２ その他資本剰余金   1  － －  

資本剰余金合計    234,745 20.7 － －  384,771 29.1

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   33,796  － 33,904  

２ 任意積立金   18,889  － 18,889  

３ 中間（当期）未処
理損失 

  243,992  － 349,847  

利益剰余金合計    △191,307 △16.9 － －  △297,053 △22.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   18,579 1.6 － －  10,825 0.8

Ⅴ 自己株式    △7,387 △0.6 － －  △7,427 △0.5

資本合計    226,872 20.0 － －  413,357 31.3

負債及び資本合計    1,133,072 100.0 － －  1,321,013 100.0

        



  

  

  
  

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 322,242 25.7  － －

２ 資本剰余金       

(1）資本準備金   －  384,771 －  

資本剰余金合計    － － 384,771 30.7  － －

３ 利益剰余金       

(1）利益準備金   －  33,904 －  

(2）その他利益剰余
金 

      

特別償却準備金   －  3,223   

退職給与積立金   －  300   

配当準備積立金   －  14,160   

固定資産 
圧縮積立金 

  －  119 －  

繰越利益剰余金   －  △363,337 －  

利益剰余金合計    － － △311,630 △24.8  － －

４ 自己株式    － － △7,454 △0.6  － －

株主資本合計    － － 387,928 31.0  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 8,357 0.7  － －

２ 繰延ヘッジ損益    － － △614 △0.1  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 7,742 0.6  － －

純資産合計    － － 395,671 31.6  － －

負債純資産合計    － － 1,253,691 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    646,479 100.0 593,713 100.0  1,353,445 100.0

Ⅱ 売上原価    593,466 91.8 517,903 87.2  1,212,169 89.6

売上総利益    53,012 8.2 75,809 12.8  141,275 10.4

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

   83,218 12.9 87,471 14.8  181,347 13.4

営業損失    30,205 △4.7 11,661 △2.0  40,072 △3.0

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   546  847 725  

２ 受取配当金   7,406  4,159 8,691  

３ その他   11,815  12,758 24,885  

営業外収益合計    19,768 3.1 17,764 3.0  34,303 2.5

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   2,664  2,759 5,326  

２ その他   18,552  12,242 37,180  

営業外費用合計    21,216 3.3 15,002 2.5  42,506 3.1

経常損失    31,653 △4.9 8,899 △1.5  48,275 △3.6

Ⅵ 特別利益 (※１)  16,975 2.6 11,143 1.9  75,658 5.6

Ⅶ 特別損失 (※2,4)  158,195 24.4 15,623 2.7  303,921 22.4

税引前中間（当
期）純損失 

   172,873 △26.7 13,379 △2.3  276,538 △20.4

法人税、住民税
及び事業税 

  1,373  1,481 3,814  

法人税等調整額   81,074 82,448 12.8 △288 1,192 0.2 80,638 84,453 6.3

中間（当期）純
損失 

   255,322 △39.5 14,571 △2.5  360,991 △26.7

前期繰越利益    11,329 －  11,329 

合併による未処
理損失受入額 

   － －  182 

自己株式処分差
損 

   － －  1 

中間（当期）未
処理損失 

   243,992 －  349,847 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本

剰余金 
利益剰余金

自己株式 
株主資本

合計 資本

準備金 
利益 
準備金 

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計 

特別償却

準備金 
退職給与

積立金 
配当準備

積立金 
固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

322,242 384,771 33,904 4,309 300 14,160 119 △349,847 △297,053 △7,427 402,531

中間会計期間中の変動額            

特別償却準備金の取崩    △1,086    1,086 －  －

中間純損失        △14,571 △14,571  △14,571

自己株式の取得          △38 △38

自己株式の処分        △5 △5 12 7

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額 
（純額） 

           

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － △1,086 － － － △13,490 △14,576 △26 △14,603

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

322,242 384,771 33,904 3,223 300 14,160 119 △363,337 △311,630 △7,454 387,928

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,825 － 10,825 413,357

中間会計期間中の変動額     

特別償却準備金の取崩    －

中間純損失    △14,571

自己株式の取得    △38

自己株式の処分    7

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額 
（純額） 

△2,467 △614 △3,082 △3,082

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△2,467 △614 △3,082 △17,685

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

8,357 △614 7,742 395,671



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、前事業年度に87,800百万

円の当期純損失を計上し、当中間会

計期間においても255,322百万円の

中間純損失を計上した。当該状況に

より、継続企業の前提に重要な疑義

が存在しているが、当該状況を解消

するための経営計画等は以下のとお

りである。 

当社は、前々事業年度に87,800百

万円、前事業年度に360,991百万円

の当期純損失を計上し、当中間会計

期間においても 14,571百万円の中

間純損失を計上した。また、当社が

締結しているシンジケートローン契

約及びコミットメントライン契約に

は、財務制限条項が付されている。

当該状況により、継続企業の前提に

重要な疑義が存在しているが、当該

状況を解消するために以下の通り、

経営計画等を策定し推進している。 

 当社は、前事業年度に87,800百万

円の当期純損失を計上し、また、当

事業年度においても360,991百万円

の当期純損失を計上した。当該状況

により、継続企業の前提に重要な疑

義が存在しているが、当該状況を解

消するために以下のとおり、経営計

画等を策定し推進している。 

1.中期経営計画策定の背景と骨子 １．中期経営計画の進捗状況 1. 中期経営計画策定の背景と骨子 

 ここ数年間の、グローバルな競争

の激化等により、当社グループは厳

しい経営環境にあった。そうした

中、平成16年10月の新潟県中越地震

により半導体の主力製造子会社であ

る新潟三洋電子㈱が被災し、多大な

損失を被った。さらに、利益低下に

伴う財務処理もあって、前連結会計

年度においては171,544百万円とい

う多額の連結最終赤字を計上し、当

連結会計年度においても多額の赤字

計上を見込まざるを得ない状況に陥

っている。 

 このような厳しい経営状況に対

し、当社グループは、平成17年７月

より「Think GAIA」という新ビジョ

ンのもと、「SANYO EVOLUTION 

PROJECT」によって、まずスリム

化、そして再構築、成長へ向かうこ

とを宣言し、中期経営計画を策定し

た。 

  

2.事業戦略と重点施策 

 当中期経営計画においては、事業

ポートフォリオを見直し、①コア事

業、②構造改革事業、の２つに区分

けした。 

ここ数年間はグローバルな競争激

化等により、当社は厳しい経営環境

にあり、こうした中、平成16年10月

に発生した新潟県中越地震の影響も

あり、前々連結会計年度において

は、171,544百万円という多額の連

結最終赤字を計上した。こうした全

社的な危機を乗り越えるため、平成

17年７月に新ビジョン「Think 

GAIA」を打ち出し、企業価値向上に

向けて、抜本的構造改革の推進と、

コア事業への経営資源のシフトを加

速した。そして、再構築、成長への

決意を宣言し、具体的には、①事業

の選択と集中を明確化すること、②

抜本的かつ具体性のある構造改革

（事業のリストラ）を断行するこ

と、③経営全般にわたる非効率（ム

リ、ムラ、ムダ）を排除し収益力を

強化すること、④競争の激しい業界

にあって生き残るためにも有利子負

債を削減し、財務体質の強化を図る

こと、といった施策を当社グループ

全体をあげて、早急かつ具体的に実

行に移すとともに、⑤コア事業への

経営資源の投入とリスクをミニマイ

ズし十分な将来キャッシュ・フロー

を創出し得るための明確な成長戦略

が必要となると判断し、平成17年11

月に、「強い三洋電機の復活」を目

指す中期経営計画を策定した。 

 ここ数年間の、グローバルな競争の

激化等により、当社グループは厳し

い経営環境にあった。そうした中、

平成16年10月の新潟県中越地震によ

り半導体の主力製造子会社である新

潟三洋電子㈱（現 三洋半導体製造

㈱）が被災し、多大な損失を被っ

た。さらに、利益低下に伴う財務処

理もあって、前連結会計年度におい

ては171,544百万円という多額の連結

最終赤字を計上し、当連結会計年度

においても205,661百万円という多額

の連結最終赤字を計上した。 

 このような厳しい経営状況に対

し、当社グループは、平成17年７月

よりスタートした新ビジョン「Think 

GAIA」に基づく、「SANYO EVOLUTION 

PROJECT」では、まずスリム化、そし

て再構築、成長へ向かうことを宣言

するとともに、本格的な事業の選択

と集中に着手し、抜本的な構造改革

を推進している。 

2.事業戦略と重点施策 

 事業ポートフォリオを見直し、①

コア事業、②構造改革事業、の２つ

に区分けし、対処することとした。 



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ①コア事業  前事業年度は、205,661百万円と

いうさらに多額の連結最終赤字を計

上し、2期連続の赤字となったもの

の、中期経営計画に沿って構造改革

事業と位置付けていた半導体事業、

金融事業、有機ＥＬ事業等に目処を

つけるとともに、テレビ事業につい

ては競争力強化のため他社との合弁

会社設立の基本合意締結を行った。

また、不採算海外事業の清算といっ

た構造改革の実施等、抜本的構造改

革の達成に向けた施策を順次実行

し、さらに有利子負債削減、遊休資

産の処分、人員削減に関しても、そ

れぞれ当初計画を上回る実績を残す

ことができた。 

 当事業年度に入り、半導体事業に

関して、分社化実施、固定費の削減

を実行、一方、落ち込んでいた売上

が回復基調に乗り、昨年度の赤字か

ら黒字転換し収益に貢献できる事業

となった。一方、白物家電・テレビ

事業については、昨年度の中期経営

計画で想定していた以上の抜本的構

造改革を推し進め、10月には中国ハ

イアール社と冷蔵庫事業の戦略的提

携を発表したとおり他社とのアライ

アンスによる事業構造の転換を図る

とともに、国内営業体制の大幅見直

しも実施し、当事業年度中に抜本的

な構造改革を完遂し、翌事業年度に

収益回復を見込んでいる。 

一方、中期経営計画においてコア

事業として位置づけた携帯電話・デ

ジタルカメラ事業は、その後の事業

環境の大きな変化に対応しきれず、

当初計画の達成が困難となり、事業

計画の変更を行うことが必要となっ

た。これに伴い、再度両事業の戦略

の練り直しを行った。 

 以上のような事業環境の変化等も

踏まえ、昨年度策定した中期経営計

画の一部を見直し、抜本的構造改革

の完遂および収益の回復、さらには

コア事業のなかでも、集中投資をす

る事業を明確にし、着実な成長の実

現を目指していく。 

①コア事業 

 当社グループが目指す新ビジョン

Think GAIAの実現に必要な事業であ

って、かつグローバルな成長性、収

益性、ポジション、グローバル化お

よびコアコンピタンス等の面からコ

ア事業として、１）パワーソリュー

ション、２）冷熱機器、コマーシャ

ル、３）パーソナル・モバイル機器

を選定し、重点的強化を図ることと

した。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 ②構造改革事業 

 現在のままでは財務上の多大な負

担となっている事業を選定し、それ

ぞれの事業について、製造・販売な

どの事業の各プロセスの改革や縮小

撤退等を行い、選択と集中による拠

点の撤退や製品の改廃などの施策を

早急に推進することとした。具体的

には半導体事業、ＡＶ事業、白物事

業、金融事業等の抜本的改革を実施

する。 

 当社グループが目指す新ビジョン

「Think GAIA」の実現に必要な事業

であって、かつグローバルな成長

性、収益性、ポジションおよびコア

コンピタンス等を有するコア事業と

して、１）パワーソリューション、

２）冷熱機器、コマーシャル、３）

パーソナルモバイル機器を選定し、

重点的強化を図ることとした。 

コア事業の進捗状況については、 

・平成18年１月31日、ドイツ フ

ォルクスワーゲン社とハイブリ

ッド自動車（ＨＥＶ）用次世代

ニッケル水素電池システムの共

同開発を進めることで合意する

など、その成長・拡大に向けた

積極的な事業展開を図った。 

 ②構造改革事業 

 現在のままでは財務上の多大な負

担となっている事業を選定し、それ

ぞれの事業について、製造・販売な

どの事業の各プロセスの改革や縮小

撤退等を行い、選択と集中による拠

点の統廃合や製品の改廃などの施策

を早急に推進することとした。具体

的には半導体事業、ＡＶ事業（テレ

ビ等）、白物家電事業、金融事業等

の抜本的改革を実施する。 

構造改革事業の進捗状況について

は、 

・金融事業では、三洋電機クレジ

ット㈱の株式の一部を他社へ譲

渡した。 

・テレビ事業では、平成18年３月

17日、台湾 クオンタ・コンピ

ュータ社とフラットテレビ事業

の合弁会社設立に向けて基本合

意した。 

・半導体事業では、平成18年7月1

日を分割期日とする当該事業の

分社化を決定した。 

など、「中期経営計画」の実現に向

けた抜本的改革を行った。 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

3.機能力と財務体質の強化 2.今後の方針 3.機能力と財務体質の強化 

 資材購買、物流、品質、サービ

ス、ＩＴ、生産技術などの各機能に

ついて、全社的なクロスファンクシ

ョン活動による見直し、機能力強

化、経費削減を推進する。 

 労務費面では、撤退事業に加え、

人員削減、再配置等を推進し、コス

ト構造を改善する。さらに弱かった

ブランド・マーケティングおよび本

社機能の強化を図る。 

 財務面では国内工場跡地の売却は

もとより、本社や研究所、営業拠点

の売却または流動化、上場株式の売

却、棚卸資産の圧縮に努め、総資産

の圧縮を図るとともに、有利子負債

を削減して財務体質の強化を鋭意推

進する。 

 強い三洋電機を復活させるために

は、当社が長期安定的に収益を獲得

できる力を早期に回復することが重

要であり、そのためには、（１）構

造改革を完遂し赤字の要因を除去す

ること、（２）事業ポートフォリオ

を長期安定的に収益獲得できるもの

とすること、が不可欠である。 

  

（１）抜本的構造改革の完遂 

当社の収益力を回復し、金融機関・

マーケットの信頼を取り戻すため、

以下のすべての構造改革案件を早期

かつ徹底的に実行する。 

 ①昨年度発表した中期経営計画にお

いて構造改革事業として位置づけた

白物家電・テレビ・半導体事業にお

ける構造改革を完遂するため、事業

撤退・人員削減・不採算子会社の清

算/撤退等の具体的な追加施策を盛

り込んだ。 

②携帯電話・デジタルカメラ事業

については事業収支の変動が大き

な事業に属する。このような特性

を持つ事業形態においては、売上

高の増大を目指すのに加えて、生

産体制などを見直すことにより徹

底的に固定費の削減を行い、急激

な事業環境変化にも対応できる体

制構築を急ぐこととした。 

③不採算事業・不採算会社につい

ても原則撤退・清算を視野に入れ

改革を継続する。当社が保有する

グループ会社の株式も、事業運営

上、効果が低いものについては原

則売却する方向で検討を進める。 

 資材購買、物流、品質、サービ

ス、ＩＴ、生産技術などの各機能に

ついて、全社的なクロスファンクシ

ョン活動により見直し、機能力強

化、経費削減を推進している。 

 また、労務費面では、撤退事業に

加え、人員の削減・再配置等を推進

し、コスト構造の改善を進めてい

る。人員削減については、削減計画

どおりに遂行した。さらにブラン

ド・マーケティングおよび本社機能

の強化を図っている。 

 財務面では国内工場跡地の売却は

もとより、本社や研究所、営業拠点

などを対象とした売却または流動

化、上場株式の売却、棚卸資産の圧

縮に努め、総資産の圧縮を図るとと

もに、有利子負債を削減して財務体

質の強化を鋭意推進している。 

  

4.資本政策 4.資本政策 

 重要な後発事象に記載のとおり、

平成17年12月21日、構造改革の一段

の加速・推進並びに今後のコア事業

を中心とした成長戦略に必要な設備

投資等を行うために、当社が3,000

億円の優先株式を発行し、大和証券

エスエムビーシープリンシパル・イ

ンベストメンツ株式会社、ゴールド

マン・サックス・グループ及び株式

会社三井住友銀行がこれを引き受け

ることで基本合意した。 

 当中間会計期間の中間財務諸表は

継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の存在を

当中間財務諸表には反映していな

い。 

構造改革を加速・推進するととも

に、今後のコア事業を中心とした成

長戦略に必要な設備投資及び研究開

発投資等を行うため、また、財務基

盤の強化と当社グループの信用力回

復を図り、「中期経営計画」の達成

を確実なものとするため、臨時株主

総会での承認を経て、平成18年3月14

日に総額3,000億円の第三者割当増資

を実施した。第三者割当増資を実施

したことにより、当社グループの再

成長に向けた財務基盤が整った。 

  

 当事業年度の財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の存在を当財務諸

表には反映していない。 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （２）コア事業の更なる成長加速 

①平成22年に向けた事業ポートフォ

リオ 

当社事業の競争力について改めて検

討した。競争力の判断基準として

は、(ⅰ)市場での優位性（トップシ

ェアもしくはそれに準ずる）、(ⅱ)

市場の堅実な成長、(ⅲ)安定した収

益を確保可能、(ⅳ)優位な技術の保

有、(ⅴ)効率的営業が可能な「見え

る顧客」に対する営業力を保有、と

した。 

この検討の結果、パワーソリューシ

ョン、冷熱・コマーシャル、電子部

品事業に資源を集中的に投資し、新

たな成長エンジン確立と全社利益牽

引の両立を図るための基本施策を検

討し、またパーソナル・モバイル事

業については、事業のリスクに鑑

み、売上減少時においても利益が確

保できる体質に転換し、その中でヒ

ット商品による売上増大を狙うこと

とした。 

その他の構造改革事業である白物家

電事業においても、洗浄機器・生活

家電については、AQUAなど差別化で

きる特長的商品を生み出しているこ

とから、収益貢献ができる事業であ

り、これらは継続的な黒字を確保で

きるような体制作りに専念する。 

②関係会社・生産拠点の再編 

関係会社が多数存在することによ

り、多額のコストが発生し、経営資

源も分散していることから整理・清

算、事業統合による事業効率向上を

推進する。 

  



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （３）機能力の強化 

①グローバル機能の強化 

本年10月「GLOBAL EVOLUTION PJ 

推進グループ」を設置し、

Corporate DNA Evolution Planが進

める「ビジネスモデルの変革による

ムリ・ムラ・ムダの徹底排除」、グ

ローバル経営管理機能の実現、コー

ポレートブランドの革新、Think 

GAIAビジョン実現のためグローバル

な商品開発を実現させ、当社を継続

的なグローバル企業としての展開を

図れるようにしていく。 

②ファシリティーの変身 

生産の海外移管や商品の生産中止・

見直しから、淀川、吹上、足利、北

条の各工場を閉鎖してきたが、現

在、これによる「技術の散在」「ノ

ウハウの毀損」などの製造力の低下

が見られる。 

よって、「コスト削減の更なる推

進」と同時に、「メーカー機能の強

化」を両立させるため、「ファシリ

ティーの変身」を推進していく。 

 以上、今回、もう一段踏み込んだ

見直しを実施することにより、構造

改革を完遂させ、さらに来期以降の

成長戦略を確かなものとしていく。 

従って、当面シンジケートローン契

約及びコミットメントライン契約に

付されている財務制限条項にも抵触

しないものと判断している。 

  

当中間会計期間の中間財務諸表は継

続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の存在を

当中間財務諸表に反映していない。 

  

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

摘要 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券（時価のあるも

の） 

その他有価証券（時価のあるも

の） 

その他有価証券（時価のあるも

の） 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法、売却原価は移動平均法） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入

法、売却原価は移動平均法） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入

法、売却原価は移動平均法） 

  その他有価証券（時価のないも

の） 

その他有価証券（時価のないも

の） 

その他有価証券（時価のないも

の） 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  (3）― (3）金銭信託 (3）金銭信託 

    時価法 同左 

  (4）棚卸資産 (4）棚卸資産 (3）棚卸資産 

  評価基準  原価法 

評価方法 

製品、仕掛品は総平均法、

原材料は移動平均法、部品

は先入先出法 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

法人税法と同一の基準を採用

し、定率法による。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

を除く。)については、定額法

による。 

定率法による。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く。）については、

定額法による。 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  法人税法と同一の基準を採用

し、定額法による。 

ソフトウエアについては主とし

て利用可能期間に基づく定額法

による。 

定額法による。 

自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額

法、市場販売目的のソフトウ

エアについては、見込販売数

量に基づく償却額と見込販売

有効期間（３年以内）に基づ

く均等償却額とのいずれか大

きい額を計上している。 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

同左 同左 



 

摘要 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 

  販売した製品の無償サービス

費用に充てるため、必要見込

額を計上している。 

同左 同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

る。 

同左 

  

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

る。 

  (4）関係会社損失引当金 (4）関係会社損失引当金 (4）関係会社損失引当金 

  関係会社の事業に係る損失の当

社負担に備えるため、関係会社

の財政状態等を勘案し、当該関

係会社への投融資額を超えて負

担が見込まれる額を引当計上し

ている。 

同左 同左 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 外貨建債権債務及び外貨建予定取

引に対し、為替変動リスクをヘッ

ジするため為替予約を行い、振当

処理及び繰延ヘッジ処理を行って

いる。また、有利子負債に対し、

金利変動リスクをヘッジするため

金利スワップを行い、スワップの

特例処理を行っている。為替予

約、金利スワップとも社内の規定

に基づき行っており、ヘッジ有効

性の判定についてはヘッジ手段と

ヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であることを確認している。 

同左 同左 

６．消費税等の会計処理 税抜方式を採用している。なお、

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、中間貸借対照表上流

動資産の「その他」に含めて表示

している。 

税抜方式を採用している。なお、

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、中間貸借対照表上流

動負債の「未払金」に含めて表示

している。 

税抜方式を採用している。 



（会計方針の変更） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。これ

により税引前中間純損失は32,453百

万円増加している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

   当期より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用している。これにより税

引前当期純損失は45,569百万円増加

している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

───── 

  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は396,286百万円であ

る。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

  

───── （企業結合に係る会計基準等） ───── 

  当中間会計期間より、「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）及び

「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準第７号）

並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準適用

指針第10号）を適用している。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
 

摘要 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

(※１)中間会計期間末日が休

日のため同日満期の手

形は未決済のものとし

てそれぞれの科目に含

めている。 

  

───── 

（百万円）

受取手形 2,033 

支払手形 168 

  

───── 

(※２)有形固定資産の減価償

却累計額 

（百万円） （百万円） （百万円）

488,466 422,032 474,988 

取得価額から控除して

いる圧縮記帳額 

  

1,211 

  

1,189 

  

1,201 

（３）偶発債務       
  

  

（借入金等に対する 

保証債務残高）

  

  

  (百万円)

三洋半導体製造㈱ 24,937

従業員(住宅借入金) 16,799

その他 ３社 1,503

合計 43,241
  

  (百万円)

三洋半導体製造㈱ 24,285

従業員(住宅借入金) 14,438

その他 13社 11,230

合計 49,954

  (百万円)

三洋半導体製造㈱ 24,611

従業員(住宅借入金) 15,610

三洋ジャヤ電子部品（イ

ンドネシア）㈱ 

3,211

その他 15社 12,734

合計 56,168

  

  

（借入金等に対する 

保証予約残高）

  
  (百万円)

三洋半導体製造㈱ 24,970

(株)エスケイ・ディスプ
レイ 

6,383

三洋オートメディア㈱ 5,320

その他 14社 18,574

合計 55,248   

  (百万円)

三洋半導体製造㈱ 14,655

三洋ユニバーサル電機㈱ 7,401

三洋オートメディア㈱ 5,541

その他 15社 11,423

合計 39,021
  

  (百万円)

三洋半導体製造㈱ 21,680

三洋ユニバーサル電機㈱ 7,264

三洋オートメディア㈱ 5,521

その他 15社 13,733

合計 48,200

（外貨建売掛債権譲渡に 

伴う買戻義務） 

（百万円） （百万円） （百万円）

21,977 7,498 8,698 

（４）貸出コミットメント契

約 

  

 当社は、安定的な運転資金枠の

確保のため、取引銀行４行と、貸

出コミットメント契約を締結して

いる。 

 当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高等はつぎのとおりである。 

 当社は、安定的な運転資金枠の

確保のため、取引銀行４行と、貸

出コミットメント契約を締結して

いる。 

 当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行

残高等はつぎのとおりである。 

 当社は、安定的な運転資金枠の

確保のため、取引銀行４行と、貸

出コミットメント契約を締結して

いる。 

 当事業年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高

等はつぎのとおりである。 

  （百万円） （百万円） （百万円）

    

貸出コミットメントの総
額 

100,000

借入実行残高 －

 差引額 100,000

  

貸出コミットメントの総
額 

100,000

借入実行残高 －

 差引額 100,000

  

貸出コミットメントの総
額 

100,000

借入実行残高 －

 差引額 100,000



  

 

摘要 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

(※５)財務制限条項  シンジケートローン契約（借入

残高100,000百万円）において当社

は、株式会社格付投資情報センタ

ー及び株式会社日本格付研究所の

長期債務格付の内、いずれか高い

方を、BBBマイナス以上に維持する

ことを確約している。この確約が

維持できない場合は、多数貸付人

の請求に基づき、当社は本契約上

の債務について期限の利益を失

う。 

 コミットメントライン契約（借

入実行残高－百万円、借入未実行

残高100,000百万円）において当社

は、株式会社格付投資情報センタ

ー及び株式会社日本格付研究所の

長期債務格付の内、いずれか高い

方を、BBBマイナス以上に維持する

ことを確約している。この確約が

維持できない場合は、多数貸付人

の請求に基づき、当社は本契約上

の債務について期限の利益を失

い、かつ全貸付人の貸付義務は消

滅する。 

同左 同左 



（中間損益計算書関係） 

  
 

摘要 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(※１)特別利益 固定資産売却益154百万円（機械

及び装置92百万円、その他62百万

円）、投資有価証券売却益11,391

百万円及び関係会社株式売却益

5,428百万円である。 

固定資産売却益7,657百万円（機

械及び装置53百万円、土地7,594

百万円、その他8百万円）、投資

有価証券売却益2,022百万円、関

係会社株式売却益1,396百万円、

貸倒引当金戻入額4百万円及び抱

合せ株式消滅差益62百万円であ

る。 

固定資産売却益14,360百万円（機

械及び装置151百万円、土地

14,177百万円、その他31百万

円）、投資有価証券売却益39,161

百万円及び関係会社株式売却益

22,136百万円である。 

(※２)特別損失 固定資産処分損2,599百万円（機

械及び装置1,638百万円、建物654

百万円、その他306百万円）、投

資有価証券売却損272百万円、関

係会社株式等評価損71,403百万

円、関係会社損失引当金繰入額

35,002百万円、構造改革費用

15,244百万円及び減損損失33,673

百万円である。 

固定資産処分損970百万円（機械

及び装置694百万円、建物91百万

円、その他185百万円）、関係会

社株式等評価損8,389百万円、関

係会社損失引当金繰入額1,542百

万円、貸倒引当金繰入額416百万

円、構造改革費用1,691百万円及

び減損損失2,613百万円である。 

固定資産処分損5,366百万円（機

械及び装置3,375百万円、建物 

843百万円、土地1,591百万円、そ

の他1,148百万円、なお、構造改

革に係る固定資産処分損1,593百

万円を構造改革費用に振替えてい

る。）、投資有価証券売却損320

百万円、関係会社株式売却損244

百万円、関係会社株式等評価損

149,893百万円、関係会社損失引

当金繰入額17,506百万円、貸倒引

当金繰入額5,800百万円、構造改

革費用82,597百万円及び減損損失

42,191百万円である。 

  

(３)減価償却実施額       
  

  

有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

  
（百万円）

19,185 

3,271 

22,457 

（百万円）

14,665 

2,286 

16,952 

（百万円）

37,739 

6,008 

43,747 



 

摘要 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(※４)減損損失 当社は、事業の種類、製品カテゴ

リー等を総合的に勘案し、資産の

グルーピングを行っている。 

売却予定資産及び遊休資産におけ

る市場価値の下落、また一部事業

用資産において収益性の低下によ

り投資額の回収が見込めなくなっ

たため、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失計上額として 

33,673百万円特別損失に計上して

いる。 

減損損失については、次のとおり

である。 

半導体事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか）18,245百万

円 

長期前払費用 5,926百万円、建物 

3,724百万円、ソフトウエア 

3,696百万円、その他 4,897百万

円 

ライフソリューション事業にかか

る事業用資産（滋賀県大津市及び

兵庫県加西市ほか）4,784百万円 

工具器具及び備品 1,942百万円、

建物 1,597百万円、その他 1,244

百万円 

冷蔵庫事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか）3,313百万

円 

工具器具及び備品 1,240百万円、

建物 1,049百万円、その他 1,024

百万円 

その他の事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか）4,341百万

円 

建物 1,609百万円、機械及び装置 

1,235百万円、その他 1,496百万

円 

売却予定資産（神奈川県横浜市ほ

か）1,815百万円 

土地 1,342百万円、建物 452百万

円、その他 21百万円 

遊休資産（兵庫県加西市ほか）

1,173百万円 

土地 1,051百万円、建物 114百万

円、その他 8百万円 

当社は、事業の種類、製品カテゴ

リー等を総合的に勘案し、資産の

グルーピングを行っている。 

賃貸資産における市場価値の下

落、また一部事業用資産において

収益性の低下により投資額の回収

が見込めなくなったため、当該資

産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失計

上額として 2,613百万円特別損失

に計上している。 

減損損失については、次のとおり

である。 

賃貸資産（茨城県つくば市ほか）

1,387百万円 

土地 1,061百万円、建物 295百万

円、その他 30百万円 

ホームエレクトロニクス空調事業

にかかる事業用資産（群馬県邑楽

郡ほか） 545百万円 

工具器具及び備品 218百万円、機

械及び装置 212百万円、その他 

114百万円 

コマーシャル空調事業にかかる事

業用資産（群馬県邑楽郡ほか） 

292百万円 

機械及び装置 129百万円、工具器

具及び備品 126百万円、その他 

36百万円 

その他の事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか）388百万円 

建設仮勘定 198百万円、工具器具

及び備品 85百万円、その他 104

百万円 

賃貸資産及び事業用資産について

は、回収可能価額を正味売却価額

により測定しており、正味売却価

額には、資産の見積り処分価額、

不動産鑑定評価額等を使用してい

る。 

当社は、事業の種類、製品カテゴ

リー等を総合的に勘案し、資産の

グルーピングを行っている。 

売却予定資産及び遊休資産におけ

る市場価値の下落、また一部事業

用資産において収益性の低下によ

り投資額の回収が見込めなくなっ

たため、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失計上額として 

53,036百万円を特別損失に計上し

ている。なお、このうち構造改革

事業にかかる減損損失10,845百万

円は構造改革費用に含めて計上し

ている。 

減損損失については、次のとおり

である。 

半導体事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか）27,258百万

円 

長期前払費用 8,359百万円、ソフ

トウエア 6,302百万円、建物 

5,795百万円、その他 6,800百万

円 

冷蔵庫事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか）3,738百万

円 

工具器具及び備品 1,518百万円、

建物 1,061百万円、その他 1,158

百万円 

洗浄機器事業にかかる事業用資産

（滋賀県大津市ほか）3,451百万

円 

工具器具及び備品 1,414百万円、

建物 996百万円、その他 1,040百

万円 

コマーシャル空調事業にかかる事

業用資産（群馬県邑楽郡ほか）

3,225百万円 

建物 1,593百万円、機械 819百万

円、その他 812百万円 

コンプレッサー事業にかかる事業

用資産（群馬県邑楽郡ほか）

2,852百万円 

建物 1,314万円、機械 1,112百万

円、その他 425百万円 

  



  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加151千株は、単元未満株式の買取りによる取得であり、減少30千株は、単元未満株式の買増請求によ

る売渡しである。 

  

  次へ 

摘要 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

減損損失 半導体事業にかかる事業用資産に

ついては回収可能価額を使用価値

により測定しており、使用価値の

算定に用いる割引率は7.29％を使

用している。半導体事業以外の事

業用資産、売却予定資産及び遊休

資産については、正味売却価額を

使用している。正味売却価額に

は、資産の見積り処分価額、不動

産鑑定評価額等を使用している。 

  その他の事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか）6,660百万

円 

建物 2,580百万円、工具器具及び

備品 1,851百万円、その他 2,227

百万円 

売却予定資産（兵庫県加西市ほ

か）3,290百万円 

土地 2,631百万円、建物 561百万

円、その他 97百万円 

遊休資産（岐阜県安八郡ほか）

2,561百万円 

建物 1,329百万円、土地 1,051百

万円、その他 180百万円 

半導体事業にかかる事業用資産に

ついては回収可能価額を使用価値

により測定しており、使用価値の

算定に用いる割引率は7.29％及び

8.55％を使用している。また、そ

の他の事業にかかる事業用資産の

一部については回収可能額を使用

価値により測定しており、使用価

値の算定に用いる割引率は7.73％

を使用している。 

上記以外の事業用資産、売却予定

資産及び遊休資産については、正

味売却価額を使用している。正味

売却価額については、資産の見積

り処分価額、不動産鑑定評価額等

を使用している。 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

普通株式（注） 17,874 151 30 17,995 

合計 17,874 151 30 17,995 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

摘要 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械
及び
装置 

7,115 3,688 － 3,426 

その
他 

8,890 5,301 623 2,965 

合計 16,005 8,989 623 6,392 

 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械
及び
装置 

6,470 3,981 － 2,488 

その
他 

3,759 2,069 534 1,156 

合計 10,229 6,050 534 3,645 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械
及び
装置 

6,610 3,664 － 2,945 

その
他 

6,368 3,551 1,202 1,614 

合計 12,979 7,216 1,202 4,560 

  取得価額相当額の算定は、有形固定

資産の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によってい

る。 

同左 取得価額相当額の算定は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっている。 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2)未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

未経過リース料期末残高相当額 

  
  
  (百万円)

１年内 2,814

１年超 4,190

合計 7,005

 
  (百万円)

１年内 1,521

１年超 2,427

合計 3,948

  (百万円)

１年内 2,313

１年超 3,209

合計 5,522

  
  
リース資産減損勘定

の残高 

 

613

 
リース資産減損勘定

の残高 

 

303

リース資産減損勘定

の残高 

  

961

  未経過リース料中間期末残高相当額

の算定は、有形固定資産の中間期末

残高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法によっている。 

同左 未経過リース料期末残高相当額の算

定は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっている。 

  (3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

  
  
  (百万円)

支払リース料 1,729

リース資産減損勘 

定の取崩額 

 

9

減価償却費相当額 1,729

減損損失 623

 
  (百万円)

支払リース料 1,144

リース資産減損勘 

定の取崩額 

  

262

減価償却費相当額 1,144

減損損失 2

  (百万円)

支払リース料 3,325

リース資産減損勘 

定の取崩額 

  

240

減価償却費相当額 3,325

減損損失 1,202

  (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前中間会計期間）（平成17年９月30日現在） 

  

（当中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

  

（前事業年度）（平成18年３月31日現在） 

  

 

    中間貸借対照表計上額 時価   差額  
    

  子会社株式 15,230百万円 44,495百万円 29,265百万円

  関連会社株式 6,501百万円 9,318百万円 2,816百万円

    中間貸借対照表計上額 時価   差額  
    

  子会社株式 721百万円 8,078百万円 7,356百万円

  関連会社株式 11,981百万円 26,409百万円 14,428百万円

    貸借対照表計上額 時価   差額  
    

  子会社株式 721百万円 9,925百万円 9,203百万円

  関連会社株式 11,981百万円 28,213百万円 16,232百万円



（企業結合等関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 新設分割による事業分離 ────── 

  １．分離先企業の名称、分離した事

業の内容、事業分離を行った主

な理由、事業分離日及び法的形

式を含む事業分離の概要 

  

  (1）分離先企業の名称   

   三洋半導体㈱   

  (2）分離した事業の内容   

   各種半導体の製造・販売   

  (3）事業分離を行った主な理由   

  環境変化に即応しうる機動的

な事業運営と、資本市場から

の資金調達にも柔軟に対応し

うる体制を構築するため、半

導体カンパニーに属する半導

体事業を分社化した。 

  

  (4）事業分離日   

   平成18年７月１日   

  (5）法的形式   

  当社の半導体事業を新設分割

設立会社に承継させる分社型

の新設分割（物的分割）であ

る。 

  

  ２．実施した会計処理の概要   

  (1）移転損益   

  当社より移転された資産及び

負債の対価として取得する株

式の取得原価（66,869百万

円）は、当該資産及び負債の

適正な帳簿価額による純資産

額に基づいて算定しているた

め、移転損益は認識していな

い。 

  

  (2）受取対価の種類   

   普通株式 100,000株   

  (3）移転した事業に係る資産及び

負債の適正な帳簿価額並びに

その主な内訳 

  

  
 

流動資産 92,730百万円

固定資産 16,251百万円

資産合計 108,981百万円

流動負債 39,659百万円

固定負債 2,452百万円

負債合計 42,112百万円

  

  ３．当中間会計期間の中間損益計算

書に計上されている分離した事

業に係る損益の概算額 

  

  
 

売上高 32,000百万円

営業損失 2,000百万円

  



（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、１株当たり情報の記載を省略している。 

  

（重要な後発事象） 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．中期経営計画の策定 

 当社は、継続企業の前提に重要

な疑義を抱かせる事象又は状況で

触れたとおり、「Think GAIA」と

いう新ビジョンのもと、「SANYO 

EVOLUTION PROJECT」によって、

まずスリム化、そして再構築、成

長へ向かうことを宣言し、策定し

た中期経営計画を、平成17年11月

18日開催の取締役会にて決議し、

公表した。 

 なお、資本政策については、平

成17年12月21日、後述の３に示す

とおり決定した。 

２．三洋電機クレジット株式会社の

株式の一部譲渡 

 平成17年12月９日、当社と有限

会社リヴレット（平成17年12月20

日付けで譲渡対象株式の半数につ

いて、その相手先を有限会社マー

ズエクイティにすることを合意

（有限会社リヴレット及び有限会

社マーズエクイティはいずれも、

ザ・ゴールドマン・サックス・グ

ループ・インクの間接100％子会

社。））は、当社の連結子会社で

ある三洋電機クレジット株式会社

の当社保有株式の一部を、同社へ

譲渡することで合意し、平成17年

12月27日に譲渡を完了した。 

三洋電機クレジット株式会社は

当社金融事業の中核子会社とし

て、事務用機器、産業用機器、情

報通信機器、家庭電化製品等のリ

ース・割賦販売を始め、融資事

業、その他金融サービス等広範囲

にわたって事業を展開している。 

１. 転進支援制度に係る経過措置に

ついて 

当社は、平成18年11月24日開催

の取締役会において、従来、転進

支援制度として、転宅を伴う異動

を命じられる等の一定の条件を満

たす従業員が退職する場合に規定

の退職金に加え退職時の年齢等に

応じた転進支援金を支給している

が、構造改革の進捗に合わせて転

進支援金を廃止する予定であり、

それに伴う下記の優遇経過措置を

実施し、退職者を募集することを

決議した。 

 転進支援制度に係る経過措置の

概要 

(1）対象者 ：勤続10年以上かつ

満50歳以上の一般従業員 

(2）募集期間：平成18年12月4日か

ら平成18年12月18日まで 

(3）退職日 ：平成19年１月20日 

(4）優遇措置：上記募集期間中に

退職を申し出た場合、転宅を伴

う異動等の条件に関わらず、規

定の退職金に加え転進支援金を

支給する。 

(5）再就職支援：希望者に対し外

部の就職支援会社による再就職

支援を行う。 

当該経過措置に対し、432名が

応募した。なお、これに伴う転進

支援金約6,000百万円を当事業年

度に計上する予定である。 

────── 



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

三洋電機クレジット株式会社（連

結ベース）の概要は次のとおりで

ある。 

  

  
株式の譲渡の概要は次のとおりで

ある。 

  

譲渡株数  11,573,000株 

（自己株式等を除く議決権ベース

では発行済株式数の33.33％） 

譲渡価額  １株当たり2,000円 

  

 なお、当該株式の譲渡利益の見

込額は約13,000百万円である。 

 また、三洋電機クレジット株式

会社は平成17年12月９日の取締役

会にて、有限会社リヴレットを割

当先とする第三者割当増資による

新株式発行を決議し、同じく12月

20日の取締役会にて新株式発行要

領の変更及び割当先の追加を決議

した。 

 今回の株式譲渡（譲渡日：平成

17年12月27日）および三洋電機ク

レジット株式会社の第三者割当増

資（払込期日：平成18年１月20

日）により、当社の出資比率は最

終的には16.68％となる見込みで

ある。 

  

株式譲渡および第三者割当増資に

よる所有株式数及びその発行済株

式総数に対する割合の変化 

  

株式譲渡後 

6,662,900株（19.13％） 

第三者割当増資後 

6,662,900株（16.68％） 

当中間会計期間末 

総資産（百万円） 530,641 

負債（百万円） 460,424 

当社保有株式数
（株） 

18,235,900 

当社出資比率（％） 52.36 

２. 三洋エプソンイメージングデバ

イス株式会社の当社保有株式の

譲渡 

平成18年12月13日開催の取締役

会において、平成16年10月にセイ

コーエプソン株式会社と共同出資

により設立した三洋エプソンイメ

ージングデバイス株式会社（以下

SEID社）の当社保有株式全数をセ

イコーエプソン社に譲渡し、合弁

解消を行うことを決議した。 

SEID社は、液晶ディスプレイ事

業を行っており、当社はSEID社よ

り液晶ディスプレイを仕入れてい

る。 

SEID社設立以降、技術・ノウハ

ウなどの融合を順次進めながら事

業を展開してきたが、中・小型液

晶ディスプレイ事業を取り巻く競

争の激化により、予想を上回る大

幅な価格下落などが続く中、当初

見込んだ事業計画の達成に遅れが

生じている状況にあったため、当

社保有株式全数をセイコーエプソ

ン社に譲渡し、合弁解消を行うこ

とを決議したものである。 

株式譲渡の概要は次のとおりで

ある。 

譲渡株数  148,320株（当社保有

株式全数、当社出資比率45.0％） 

譲渡予定日 平成18年12月28日 

なお、当該株式の譲渡損失の見

込額は約2,800百万円である。 

  

  



  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．資本増強計画についての基本合

意書締結 

 平成17年12月21日、当社と大和

証券エスエムビーシープリンシパ

ル・インベストメンツ株式会社

（以下「大和証券SMBCPI」）、ゴ

ールドマン・サックス・グループ

及び株式会社三井住友銀行（以下

「三井住友銀行」）は、当社の資

本増強計画について基本合意に達

した。 

 基本合意の概要は次のとおりで

ある。 

 当社は、平成18年２月末までに

総額3,000億円の優先株式を発行

し、大和証券SMBCPI、ゴールドマ

ン・サックス・グループ及び三井

住友銀行がこれを引き受ける予定

である。このうち、大和証券

SMBCPI及びゴールドマン・サック

ス・グループへは各1,250億円

を、三井住友銀行へは500億円を

割り当てる予定である。※ 

 なお、当該優先株式の発行は、

平成18年２月下旬開催予定の臨時

株主総会において優先株式発行に

関する定款変更の議案が承認され

ることが前提となる。 

 また、当該優先株式発行の諸条

件については現在投資家と協議中

であり、平成18年１月下旬に予定

される最終合意により決定される

予定であるが、当該優先株式はそ

の発行に際して臨時株主総会にお

ける承認が必要となる有利発行に

該当する見込である。 

 なお、手取資金については、中

期経営計画に基づき、構造改革の

一段の加速・推進並びに、今後の

コア事業を中心とした成長戦略に

必要な設備投資及び研究開発投資

等に充当する。 

※ 現時点の予定であり、今後

の状況に応じ変更される可

能性がある。 

    



(2）【その他】 

 該当事項なし 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第82期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

  

(2)訂正発行登録書 

平成18年６月29日関東財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項なし 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２１日

三 洋 電 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋電機株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主持分計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務諸表注記１

及び２参照）に準拠して、三洋電機株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。ただし、中間連結財務諸表注記１に記載のとおり、セグメント情報については、米国財務会計基準

審議会基準書第131号にかえて、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第14条に

準拠して作成されている。 
  
追記情報 

 １．注記事項２．中間連結財務諸表作成の基礎に記載されているとおり、会社の今後の業績は、中期経営計画の成否に依存してい

るが、会社の中間連結財務諸表は、継続企業の前提に基づいて作成されており、継続企業を前提としない場合に必要となる資産

および負債の調整は行っていない。 

 ２．注記事項３．主要な会計処理の方針(21)「組替再表示」及び注記事項４．非継続事業に記載されているとおり、中間連結損益

計算書について表示形式を変更した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 地   主 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 内 茂 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 船 修 明 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年12月22日

三洋電機株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中尾 正孝 ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松井 理晃 ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮林 利朗 ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

洋電機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主持分計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結

財務諸表注記１及び３参照）に準拠して、三洋電機株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。ただし、中間連結財務諸表注記１に記載のとお

り、セグメント情報については、米国財務会計基準審議会基準書第131号にかえて、「中間連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第14条に準拠して作成されている。 

  

追記情報 

１．注記事項２．連結財務諸表作成の基礎に記載されているとおり、会社の今後の業績は、中期経営計画の成否に

依存しているが、会社の中間連結財務諸表は、継続企業の前提に基づいて作成されており、継続企業を前提と

しない場合に必要となる資産および負債の調整は行っていない。 

２．注記事項19．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は転進支援制度に係る経過措置実施に伴い、平成

18年12月４日から平成18年12月18日まで退職者を募集した。 

３．注記事項19．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である三洋ジーエスソフトエナジー株式会

社製リチウムイオン電池を一部取替・回収することが発表された。 

４．注記事項19．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年12月13日開催の取締役会において、三

洋エプソンイメージングデバイス株式会社株式の譲渡を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２７日

三 洋 電 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋電機株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三洋電

機株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は前事業年度に87,800百万円の当期

純損失を計上し、当中間会計期間においても255,322百万円の中間純損失を計上した。当該状況により、継続企業の前提に重要な

疑義が存在している。当該状況を解消するための経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 ２．「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、固定資産の減損に関する会計基準を適用してい

る。 

 ３．「重要な後発事象」に次のとおり記載されている。 

 （1）会社は平成１７年１１月１８日開催の取締役会において中期経営計画を決議し公表した。 

 （2）会社は金融事業の中核子会社である三洋電機クレジット株式会社の株式の一部（自己株式等を除く議決権ベースでは発行済株

式数の33.33％）をゴールドマン・サックス・グループへ譲渡することに合意し、平成１７年１２月２７日に株式譲渡が完了し

た。また、三洋電機クレジット株式会社はゴールドマン・サックス・グループへの第三者割当増資の実施を予定しており、これ

により会社の三洋電機クレジット株式会社への出資比率は16.68％になる予定である。 

 （3）会社は平成１７年１２月２１日に総額3,000億円の優先株式の発行・引受について大和証券エスエムビーシープリンシパル・

インベストメンツ株式会社他２社と基本合意書を締結した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 地   主 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 内 茂 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 船 修 明 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年12月22日

三洋電機株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中尾 正孝 ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松井 理晃 ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮林 利朗 ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

洋電機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三洋電機株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前々期に87,800百万円、前期に360,991百万円の当期純

損失を計上し、当中間会計期間においても14,571百万円の当期純損失を計上した。また、会社が締結している

シンジケートローン契約及びコミットメントライン契約には財務制限条項が付されている。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しているが、当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されて

いる。当中間会計期間の中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を中間財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は転進支援制度に係る経過措置実施に伴い、平成18年12月４日

から平成18年12月18日まで退職者を募集した。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年12月13日開催の取締役会において、三洋エプソンイ

メージングデバイス株式会社株式の譲渡を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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